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序 章 

 

１ 障がいを理由とする差別を解消するための法律 

平成２８年４月から，「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（い

わゆる「障害者差別解消法」）及び「障害者の雇用の促進等に関する法律（いわ

ゆる「障害者雇用促進法」）の改正法が施行されています。 

これらの法律は，平成２５年６月に，国連の「障害者の権利に関する条約」（い

わゆる「障害者権利条約」）批准のための国内法整備の一環として制定又は改正

されたものです。 

 

２ 障害者差別解消法制定，雇用促進法改正の経緯 

これまで長年，障がいのある人は，有形無形の差別に苦しんできました。障が

いがあることを理由に，障がいのない人と別の取扱いを強いられ，様々な場面で

障がいのない人と同等の機会を得られずにきました。 

しかし，障がいのある人も，障がいのない人と等しく，一個の人格を持った国

民・住民であり，ひとりの個人として尊重されるべき主体です。 

「車いすの人はこの建物には入れません」「知的障がいのある人は付き添いが

いなければ設備を利用できません」「聴覚障がいのある人は採用しない」など，

差別をもたらす側の勝手な判断で，差別的処遇を行うことは人権侵害です。 

 

３ 障がいのある人を取り巻く世界の動きと日本法 

平成１８年，国連で障害者権利条約が採択されました。これは，障がいのある

人の基本的人権を促進・保護すること，固有の尊厳の尊重を促進することを目的

とした国際条約です。日本も平成１９年に同条約に署名し，条約を将来的に批准

する意向を示しましたが，その当時は，条約批准に見合うだけの国内法整備が追

いついていませんでした。 

そのため，まず，日本は，平成２３年，障がいのある人の権利に関する規定を

国際的水準の価値観に底上げするため，障害者基本法を改正し，障がいのある人

のための法的整備の土台を築きました。そして，平成２４年には「障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」

といいます。）を制定し，障がいのある人のための福祉サービス施策の見直しを

図りました。 

そうした過程を経て，平成２５年に障害者差別解消法が制定されました。この
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法律は，障がいのある人にとって悲願の法律といえます。 

障害者差別解消法は，こうした歴史的な背景や国際的な動向を踏まえて実を結

んだ非常に重要な法律であり，障害者権利条約及び同法の趣旨に則った運用が強

く求められます。 

 

４ 差別をなくすための対話 

障害者差別解消法の目的は，全ての国民が，障がいの有無によって分け隔てら

れることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け，

障がいを理由とする差別の解消を推進することにあります。そして，この目的を

実現するために，法は，国や自治体に対し，差別解消のための積極的な取組を行

うことを求めています。 

障がいのある人に対する差別を解消するには，差別的な取扱いをなくすこと，

さらに，障がいのない人と同等の機会を得るために必要とされる工夫や設備（合

理的配慮）の提供が必要です。 

もっとも，「障害」と一括りに言っても，その内容は，種別，程度，おかれた

環境などによって様々に異なります。そのため，何が「差別的な取扱い」に当た

るか，何が「合理的配慮」に当たるかは，いずれも画一的に判断することはでき

ません。 

また，差別をした者を罰するのではなく，知識不足･無理解･偏見に基づく差別

をなくしていくためには，対話により相互理解を深めていくことが重要です。 

そのため，障害者差別解消法は，対話的手法によって個別具体的な事案に応じ

た差別解消を図ることを求めています。これを建設的対話と呼んでいます（内閣

府作成障害を理由とする差別の解消を推進する基本方針第１-２-（１））。 

 

５ 障がいを理由とする差別の解消に向けて 

障がいを理由とする差別を解消するためには，差別を受けたと思われる障がい

のある人の意向を汲み取った上で，不当な差別的取扱いをしたと思われる側（国

・自治体・民間事業者）の事情を確認し，双方の関係を調整的に解決していくと

いうプロセスが必要です。 

このような調整的な解決のプロセスには多くの作業が必要であり，また，多く

の時間を要します。しかし，この建設的対話のプロセスを主導することこそ，ま

さに自治体に求められる役割です。障がいのある人に対する差別を解消し，共生

社会を実現するため，自治体の職員が大きく活躍することが期待されています。 
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６ 自治体の取組 

現在，多くの自治体では，障がいを理由とする差別の解消に向けて，相談窓口

の整備，相談がなされた場合の対応スキームの策定等様々な取組が行われていま

す。 

もっとも，障害者差別解消法は全２６条からなる短い法律であり，解決のため

の具体的仕組みが詳細に規定されたものではありません。また，同法では，民間

事業者に向けた合理的配慮義務が「努力義務」にとどまっている点など，差別を

解消するための法律として，多くの課題が残されていることが指摘されています。 

そのため，紛争解決の効果的な仕組みを形作るために，各自治体の独自の取組

が期待されています。差別解消条例を制定・活用することも有効です。例えば，

千葉県では，平成１８年に日本初の障害者差別解消のための条例として，「障害

のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」が制定され，平成１９

年から施行されています。そして，同条例に基づいて設置された広域専門指導員

や地域相談員が，障がいのある人から寄せられた一つ一つの事案について，当事

者の間に入り，双方の理解を深めながら解決に当たっています。 

千葉県に引き続き，さいたま市，明石市など様々な自治体で障がいを理由とす

る差別の解消に向けた条例が定められています（２０１７年６月現在３０自治体

以上）。 

また，民間事業者に対する合理的配慮義務を法的義務と定める条例を制定する

自治体も多く存在しており，こうした条例を積極的に活用することができます。 

こうした条例の制定は，法施行後においても，差別の解消を実効的に促進する

ものとして，推奨されます。差別解消法制定時の附帯決議でも，「本法が，地方

公共団体による，いわゆる上乗せ・横出し条例を含む障害を理由とする差別に関

する条例の制定等を妨げ又は拘束するものではないことを周知すること」につい

て適切な措置を講ずべきであると明記されています（衆議院附帯決議８項・参議

院附帯決議１０項）。条例の制定も含めた差別解消の取組の推進が望まれると示

されています。障がいのある人にとって，身近な地域での規則としての条例制定

を進めていく動きが有効であると考えられます。 

 

７ 本マニュアルのねらい 

全国どこの地域においても，障害者差別解消法が遵守され，障がいのある人に

対する差別が解消され，障がいのあるなしに関わらず互いを尊重し合いながら共

生できる社会が実現されることが望まれています。 

とはいえ，実際に障がいのある人やその関係者から相談がなされた場合，それ
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が「不当な差別的取扱い」に当たるのか，また「合理的配慮の提供」としてどの

ようなことができるのか，どのようにすれば互いに納得できる形で紛争解決がで

きるかなど，判断に迷うことがたくさんあると思われます。差別解消条例が制定

されている自治体であれば，相談支援専門員の活躍等によって，差別相談への対

応の要領が相当程度明確化され，適切に対応し得るかもしれません。 

しかし，このような条例の制定されていない多くの自治体では，差別相談に対

する基準はなく，現場で手探りで対応しなければならない事態が見込まれ，場合

によっては，的確な対応ができないおそれもあります。 

また，条例が存在したとしても，その規定の内容が相談の対応という場面にお

いては十分機能していない場合や，条例が十分に活用されていない場合も考えら

れます。 

このマニュアルは，条例のあるなしに関わらず，全ての自治体の差別相談にお

いて活用いただけるよう，「不当な差別的取扱い」「合理的配慮」といった概念

についての基本的な考え方や，相談対応・紛争解決の具体的なスキームの例を記

載しています。 

障がいのある人に対する差別事例における判断や紛争解決に当たって，本マニ

ュアルをぜひご活用ください。 
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第１章 障がいを理由とする差別とは 

 

１ 障害者差別解消法の対象者 

⑴ 「障害者」（「障害」） 

障害者差別解消法によると，「障害」とは，「身体障害，知的障害，精神障

害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害」とされています（２条１

号）。また，「障害者」とは，「障害がある者であって，障害及び社会的障壁

により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」

とされており（２条１号），社会モデル（障がいのある人が日常生活・社会生

活において受ける制限は，心身の機能の障がいのみに起因するものではなく，

社会における様々な障壁と相対することによって生ずるものという考え方。）

に基づいています。心身の機能障がい（病気を含む。）によって日常生活・社

会生活に困難がある人は全て対象となりますので，障がいの範囲を狭く捉えて

しまうことのないよう注意が必要です。 

すなわち，現に，心身の機能障がい及び社会的障壁により日常生活・社会生

活に相当な制限を受けていれば，障害者差別解消法の「障害者」に該当するた

め，障害者手帳を持っているかどうかは関係ありません。また，高次脳機能障

がいのある人も「障害者」に含まれます。 

また，難病で，長期の療養を必要とするような人は，国が医療費助成対象と

する指定難病に該当しない病名の場合でも，「障害者」に当たります。さらに，

「継続的に」という文言は，「断続的・周期的」といった難病の特性も含む表

現ですので，病状に波があったり，日常生活や社会生活に相当な制限を受ける

状態が恒常的でなくても，「障害者」に含まれることになります。急性期を脱

したがんなどのように，中長期的に周期的に変化する病状をコントロールしな

がら生活することを迫られるすべての難治性疾患も同様です。糖尿病なども症

状によっては「障害者」に含まれることがあります。 

さらに，性同一性障がい（生物学的性別と性別に対する自己意識あるいは自

己認知が一致しない状態）のある人についても，「障害」故に，自己の認識し

た性で生きていこうとする際に，性同一性障がいに対する無知･無理解･偏見な

どの社会的障壁によって日常生活・社会生活に相当な制限を受けているといえ

るため，「障害者」に含まれると解すべきです。 
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⑵ 行政機関等 

障害者差別解消法によると，「行政機関等」とは，「国の行政機関，独立行

政法人等，地方公共団体（地方公営企業法第３章の規定の適用を受ける地方公

共団体の経営する企業を除く。）及び地方独立行政法人」であるとされていま

す（２条３号）。 

ただし，地方独立行政法人の行う業務の中で，主に事業の経費を当該事業の

経営に伴う収入をもって充てる事業で，水道，軌道，自動車運送，鉄道，電気，

ガス，病院事業など（地方独立行政法人法２１条３号）は除外されているので，

これらの事業については，行政機関等としてではなく，事業者としての義務を

負うことになります。 

また，図書館，公園，体育館などを指定管理者が運営している場合，指定管

理者の指定を受けた施設は「行政機関等」そのものには該当しません。しかし，

住民側からすれば，指定管理者が運営しているかどうかに関わらず，公の施設

であると捉えられますし，行政機関等が直営している同種施設との均衡から考

えても，自治体は指定管理者にも行政機関等と同様に合理的配慮を行うように

求めていくべきです。 

地方議会は，障害者差別解消法の「行政機関等」に当たります（地方自治法

１条の３及び８９条）。 

⑶ 事業者 

障害者差別解消法によると，「事業者」とは，「商業その他の事業を行う者

（国，独立行政法人等，地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）」とさ

れています（２条７号）。 

同種の行為を反復継続して行う者であれば対象となります。目的の営利・非

営利，個人・法人の別は問いません。例えば，個人事業者や対価を得ない無報

酬の事業を行う者，非営利事業を行う社会福祉法人や特定非営利活動法人も対

象となります。 

ただ，事業者に当たるかどうかは一義的には明らかでない場合もあります。

例えば，自治会などは，大きな組織で設備管理までしている場合から，数人の

みの組織で，清掃活動程度しか行っていない場合まで，規模も活動も様々なも

のがあります。したがって，事業者に該当するか一義的に明らかでない場合に

は，事業を行っていると言えるかどうかを，団体の規模，行っている活動の内

容，活動の反復継続性などから，個別的な判断を要します。そして，判断に際

しては，客観的かつ総合的に検討する必要があります。上述の自治会の例でい

うと，設備管理までしているような場合には事業者に当たると思われますが，



10 

 

数人で清掃活動をしているような場合には，事業者であるとは言えない可能性

があります。 

⑷ 個人間のトラブル 

障害者差別解消法の対象分野は，社会生活・日常生活全般に広く及びますが，

地域生活を送る上で生じる個人間のトラブルは対象となっていません。もっと

も，これは個人間であれば差別が許されるということではありません。全国的

に見ると，個人を含むあらゆる人に対し差別を禁止している条例を制定してい

る自治体もあります。そのような条例がない場合であっても，相談を受けた自

治体としては，共生社会を目指す法の趣旨に則って，適切な解決を図るように

努めましょう。 

 

２ 障害者差別解消法が禁止している差別 

障害者差別解消法には「差別」についての定義規定はありません。しかし，７

条において「行政機関等における障害を理由とする差別の禁止」，８条において

「事業者における障害を理由とする差別の禁止」という標題を設け，障がいを理

由とする不当な差別的取扱いの禁止と合理的配慮の提供義務（事業者については

努力義務）について定めています。 

したがって，障がいのある人に対する権利侵害となるような，障がいを理由と

する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供は差別に含まれると解されます。 

 

 行政機関等 事 業 者 

不当な差別的取扱い 禁  止 禁  止 

合理的配慮の提供 法的義務 努力義務 

  

なお，具体的な事例が不当な差別的取扱い類型と合理的配慮の不提供類型のい

ずれに当たるかの判断過程については，第４章で取り上げます。 

 

３ 不当な差別的取扱い 

 ⑴ 不当な差別的取扱いとは 

障害者差別解消法は，不当な差別的取扱いについての定義規定を設けていま

せんが，一般的には，障がいのある人に対して，正当な理由なく，障がいを理

由として，財・サービスや各種機会の提供を拒否する又は提供に当たって場所

・時間帯などを制限する，障がいのない者に対しては付さない条件を付けるこ

となどにより，障がいのある人の権利利益を侵害すること（障がいを理由とす
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る拒否，区別，排除，制限などの異なる取扱い）とされています。 

不当な差別的取扱いについての考え方は内閣府のホームページに掲載されて

いる「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」1や各省庁の対応

要領2にも記載されていますので，参照してください（巻末資料集参照）。 

 ⑵ 正当な理由の判断の視点 

「正当な理由」があるとされるのは，障がいのある人に対し，障がいを理由

として，財・サービスや各種機会の提供を拒否するなどの取扱いをすることが，

客観的に見て正当な目的の下に行われたものであり，その目的に照らしてやむ

を得ないと言える場合です。 

障がいを理由として異なる取扱いをすることは原則として許されませんので，

正当な理由があると言える場合は，極めて限定的な場合に限られます。また，

正当な理由があることについての立証責任は異なる取扱いをする側にあると解

されます。 

正当な理由に相当するか否かについては，個別の事案ごとに，障がいのある

人，事業者，第三者の権利利益（例：安全の確保，財産の保全，事業の目的・

内容・機能の維持，損害発生の防止等）及び行政機関等の事務・事業の目的・

内容・機能の維持等の観点から，具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に

判断することが必要です。客観的にというのは，事実の根拠があり，誰から見

ても納得を得られるということです。 

例えば，視覚障がいのある人に対し，火事を起こしやすいからという理由で

マンションの入居を拒否したという事案については，視覚障がいのある人が火

事を起こしやすいなどという客観的根拠は存在しないことから，正当な理由は

ないということになります。 

また，医療を要する障がいの場合，医学的根拠がなくても，イメージや偏見，

漠然とした不安感のために，安易に「生命身体への影響」が正当な理由とされ，

次のような差別的取扱いをされることがあります。しかし，「生命身体への影

響」が単なる抽象的な可能性であって医学的根拠がない場合には，正当な理由

は認められません。 

ペースメーカーの使用を理由に，遊園地の絶叫マシンの利用を全て断るとい

う場合を例に取ると，絶叫マシンの中には，ペースメーカーに影響を及ぼす電

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
1 内閣府ホームページ「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」 

 http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/kihonhoushin/honbun.html 
2 内閣府ホームページ「関係府省庁における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」 

 http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/taioyoryo.html 
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磁波を発しているものもいないものも含まれており，一律に利用を断るという

ことに正当な理由はありません。 

さらに，バスの車内に固定できるスペースがなく安全を保証できない，バス

の入口から入ることができないという理由で，ストレッチャーを使用している

人のバス利用を拒否するという場合を例に取ると，実際にスペースがないかど

うか，入口から入ることができないのかどうかを確認するため，ストレッチャ

ーの大きさを聞いたり，入ることができるかどうかを実際に試すことなく一律

に拒否することに正当な理由はありません。 

電動車椅子の蓄電池が危険物に当たるという理由で，電動車椅子はサイズ・

重量にかかわらず，機内持込や受託手荷物として預かることができないとされ，

電動車椅子を使っている人が飛行機に乗ることができないという場合を例に取

ると，危険物に関する国際的な輸送基準でも，一定の基準に該当する電動車椅

子の蓄電池は輸送できるとされているため，電動車椅子の使用者を一律に搭乗

拒否することに正当な理由はありません。 

このように，正当な理由が認められる場合というのは極めて限定的で例外的

な場合に限られますので，本当に客観的に見て正当な目的があり，その目的に

照らしてやむを得ないといえるのかどうかを慎重に判断しなければなりません。 

また，正当な理由としてよく「危ないから」という理由を挙げる例が見られ

ます。しかし，正当な理由には客観的な根拠が必要であるところ，客観的な根

拠なく「危険」と主張され，正当な理由があるとは言えない場合が多く見られ

るということに注意が必要です。 

仮に，正当な理由があり，障がいのある人に対し障がいのない人と異なる取

扱いをする場合であっても，障がいのある人にその理由を説明し，理解を得る

よう努めなければなりません。 

 ⑶ 不当な差別的取扱いの具体例 

障がいを理由とする不当な差別的取扱いの具体例は，内閣府ホームページに

掲載されている関係府省庁の対応要領や関係府省庁所管事業分野の対応指針3

（巻末資料集参照）に記載されています。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
3 内閣府ホームページ「関係府省庁所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る対応指針」 

 http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/taioshishin.html 
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４ 合理的配慮 

⑴ 合理的配慮とは 

障害者差別解消法では，「合理的配慮」についても，定義規定はありません。

もっとも，障害者権利条約２条によれば，「合理的配慮」とは，「障害者が他

の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し，又は行使する

ことを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって，特定の場合にお

いて必要とされるものであり，かつ，均衡を失した又は過度の負担を課さない

ものをいう。」とされています。 

噛み砕いて述べると，「合理的配慮」とは，特定の具体的場面で障がいのあ

る人が障がいのない人と同じように活動することができるようにするための物

理的環境を整えたり，人的支援を整えたりするものです。 

障がいのない人も，自分の力だけで日常生活や社会生活を送っている訳では

ありません。例えば，大きな会場での講演ではマイク，スピーカーといったツ

ールを用いることで，聞こえる人は講演の内容を理解できますが，このツール

は，耳の不自由な人に対する配慮になりません。耳の不自由な人が講演の内容

を理解するためには，聞こえる人を前提にしたマイクやスピーカーとは違った

形の配慮が必要なのです。聞こえる人にとってのマイク，スピーカーというツ

ールが，耳の不自由な人にとっては，手話通訳や要約筆記の派遣，聴力を補う

ための磁気ループの設置などに形を変える訳です。こうした，障がい特性に応

じた手段を用いて情報伝達やコミュニケーションを支援することを，情報保障

といいます。 

こうした合理的配慮を受けられないことは，障がいのある人に対する差別に

なります。 

いわゆる「配慮」という日本語には，弱者に対する心遣いや思いやりといっ

たイメージが定着しています。それによれば，配慮を提供しようとする側の一

方的な判断によって内容が決まるおそれがあります。しかし，本法にいう「合

理的配慮」はそうではなく，あくまで，求める側と求められる側の相互の対話

の中で，「必要かつ適当」な内容が定まっていくものです。 

どのような合理的配慮が必要なのかは，障がいのある人によって，また場面

によっても異なります。合理的配慮の提供の方法も異なります。そのため，障

がいのある人によってどのような合理的配慮を提供すべきなのか，対話が必要

になるのです。 

⑵ 意思の表明 

障害者差別解消法では，合理的配慮を受けるためには，障がいのある人の意
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思の表明が必要であるとされています。合理的配慮を求められた方から見て，

その人に障がいがあるのかや，合理的配慮を必要としているかどうかが分から

ない場合についてまで，具体的に配慮をすることを義務付けることは困難であ

ると考えられるためです。 

ここにいう意思の表明は，障がいのある人本人によることが原則ですが，知

的障がいなどにより意思の表明を行うことが困難な場合には，その家族，支援

者等，コミュニケーションを補佐できる者の意思の表明も含まれます。  

意思の表明は，個別具体的な場面において，社会的障壁の除去の実施に関す

る配慮を必要としている状況にあることを，手話を含む言語その他の意思疎通

のための手段により伝えることであれば足りるとされています。この「その他

の意思疎通のための手段」とは，障がいのある人が他人とコミュニケーション

を図るに当たって必要な手段をいいます。具体的には，点字，拡大文字，筆談，

実物やマーク（例えば，キーホルダー状のヘルプマークやヘルプカード4）の提

示や身振りサイン等による合図，触覚による意思伝達などです。このような障

がいのある人なりの意思伝達により，社会的障壁の除去に関する配慮を必要と

している状況にあることが認識できれば合理的配慮をしなければなりません。 

障がいのある人からの意思の表明がない場合には，合理的配慮の提供義務は

発生しませんが，行政機関等や事業者の側から，積極的にコミュニケーション

を取り，自主的に適切な配慮を行うことが推奨されます。  

⑶ 過重な負担 

障害者差別解消法では，合理的配慮は，過重な負担にならない範囲で提供し

なければならないとされています。 

内閣府の「基本方針」には，第２の３⑵において，個々の場面において，過

重な負担に当たるかどうかを判断する時に考えるべき事項を挙げています。 

具体的には， 

・事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否

か） 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
4 義足や人工関節を使用している方，内部障害や難病の方，または妊娠初期の方など，外見

から分からなくても援助や配慮を必要としている方々が，周囲の方に配慮を必要としている

ことを知らせることで，援助を得やすくなるよう，作成したマーク。このマークをあしらっ

たヘルプカードには，緊急時の連絡先や必要な配慮の内容などを自分で記載することができ

るようになっている。平成24年10月に東京都保健福祉局が作成したことを皮切りに，現在は

全国の自治体で導入する動きが広がっている。 

（参照：東京都保健福祉局ウェブサイト）http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shougai/s

hougai_shisaku/helpmark.html 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shougai/shougai_shisaku/helpmark.html
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shougai/shougai_shisaku/helpmark.html
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・実現可能性の程度（物理的・技術的制約，人的・体制上の制約） 

・費用・負担の程度 

・事務・事業規模 

・財政・財務状況 

が考慮要素として挙げられています。 

加えて，負担が過重と言えるかどうかについては，こうした相手方の経済規

模や被る影響だけではなく，それが提供されないことによって被る差別を訴え

る側の人権侵害の程度も考慮しましょう。 

こうした事情は，事案によって様々に異なりますので，その都度，丁寧に検

討しながら過重な負担に当たるかどうかを判断する必要があります。 具体的な

事例におけるあてはめは，第４章の５をご参照ください。 

過重な負担に当たると判断した場合，障がいのある人にその理由を説明して，

理解を得るよう努めることが望ましいことは言うまでもありません。 

⑷ 合理的配慮の決定プロセス 

提供されるべき合理的配慮の内容は，障がいの種別や程度により異なり，個

別性･多様性が高いものです。 

そこで，合理的配慮の提供に当たっては，合理的配慮を求めた側と求められ

た側が建設的対話を通して，合理的配慮の内容を調整することが求められます。

つまり，合理的配慮を求められた側が，求められた合理的配慮の提供が可能で

あればこれを提供し，様々な事情からすべてを提供できなくても，代わりとな

る方法（代替的措置）を探し，双方で合意点を見つけていくというように，対

話の中で具体的な合理的配慮の内容を決定していくのです。 

このようなプロセスによって，障がいのある人の実質的平等が確保されます。

そして何より，障がいのある人と行政機関，事業者がお互い良い関係を築いて

いくことができるようになります。 

 ⑸ 合理的配慮の具体例 

内閣府のホームページに掲載されている「合理的配慮サーチ」5（巻末資料集

参照）や，前記各省庁の対応指針などを参照してください。  

 

  

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
5 内閣府ホームページ「合理的配慮等具体例データ集 合理的配慮サーチ」 
 http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/index.html 
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第２章 相談対応に当たり必要なこと 

 

１ 十分な相談につなげる体制作り 

(1)  相談窓口の周知 

“いつでも相談できる窓口があることを知ってもらう”それが相談対応のス

タートです。いくら相談窓口を設置し，優れた相談員が揃っていても，そもそ

も相談窓口が知られていなければ相談が来ることはありません。行政窓口，関

係機関との協議会，障がい者団体や商工会などとの意見交換会，広報誌，イン

ターネットなど，あらゆる機会を捉えて相談窓口の周知に尽くしましょう。そ

のためには，行政内の他部署とも連携し，障がい者差別解消について役所内全

体で問題意識を共有しておくことが重要です。 

 ⑵ 相談員への研修 

差別事案をきちんと掘り起こせるかどうかは相談員の力にかかっていると言

っても過言ではありません。相談員への研修を定期的に行い，優れた「アンテ

ナ」を持つ相談員を育てましょう。自治体で対応要領を作っている場合も，作

りっぱなしで終わるのではなく，相談員に浸透するよう，定期的に研修をする

ことが大切です。一般的な生活相談の中に潜む差別事案に気付ける相談員，当

事者が「この人になら話してみよう」と思える相談員が，差別を解消し，誰も

が暮らしやすく，活動しやすくするためのキーパーソンなのです。 

研修の講師は，弁護士会から派遣することも可能ですので，お気軽にお近く

の弁護士会に相談してください。第６章及び巻末の「全国の弁護士会の法律相

談窓口」をご参照ください。 

 

２ 相談対応の心構え・ポイント 

⑴ 信頼関係を築く姿勢 

   まずはいったん相談者の話をありのままに受け止めることから始まります。

何事も決めつけて接することは禁物です。相談者は不安を抱いて相談されます

ので，最初は聞き役になり，相談者が安心して話ができる雰囲気作りに努め，

信頼関係を築く必要があります。 

⑵ 個別に対応する姿勢 

   相談員にすれば一見「よくあるケース」に感じられるケースでも，一つとし

て「同じ」事案はありません。障害者差別解消法は，すべて一律の対応ではな

く，様々な場合や，障がいのある人の状況に応じて，柔軟かつ臨機応変に対応
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することを求めています。対応方法は一つではないことに留意し，建設的対話

を通じて個々の場面や障がい特性に応じ，柔軟な対応を心掛けましょう。 

   柔軟かつ臨機応変な対応のためには，様々な障がい特性や必要となる合理的

配慮について知ることが大切です。ただし，障がい特性や必要な配慮は一人一

人異なります。外見からは障がいがあると分からない人もいますし，相談員自

身が初めて会う障がい種別の人もいるでしょう。思い込みや先入観で対応する

のではなく，分からない時には知ったかぶりをせず，率直に本人に確認するこ

とも必要です。 

⑶ 感情をコントロールする姿勢 

   価値観の差などから，相談員自身が，相談者の話に共感できないと感じるこ

ともあるでしょう。また，相談者は，差別的な扱いを受けたことでとても傷つ

き，感情的になることもあります。そのため，相談を聞くうちに，相談員の側

も感情が動かされることがあります。 

   しかし，どのような状況においても，相談者との信頼関係の構築や，これか

らの相談対応に必要な人間関係を見据え，マイナスの影響が生じないよう，自

分の表情や感情，態度をコントロールする必要があります。 

⑷ 相談者の意思を尊重する姿勢 

   相談者の意思を尊重するという基本姿勢を示し，相談員は，相談者の自己決

定を側方から支援するという位置付けを明確にしておく必要があります。 

   また，相談者の障がいの状況や価値観は様々ですので，相談員は権威的な態

度や画一的な対応に陥ることなく，相談員の価値観で相談者を評価したり結論

を示したりしないようにしましょう。  

 ⑸ 相談の背景に差別の問題が隠れていないか 

差別は人権侵害です。そのような認識で，差別事案を掘り起こし，一つ一つ

解消していくことが必要です。とはいえ一口に「差別事案」といっても，窓口

に「差別された」と言って当事者が来ることは稀です。一般的な生活相談，問

い合せや時には苦情の中にも，相談者自身も気付いていない差別の問題が潜ん

でいることがあります。例えば，会社からパワハラや退職勧奨を受けている，

というような労働相談の背景に，会社による障がい特性への無理解や合理的配

慮の欠如があるかもしれません。訴えの背景に差別の問題はないか，という視

点で相談対応をすることも大切です。 

 ⑹ 「対立」ではなく，「対話」を導く相談対応 

差別は人権侵害であり，できるだけ速やかに解消されなければなりませんが，

差別に関する相談は，差別か差別ではないかといったいわゆる「白黒つける」
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ことだけが目的ではありません。現在の困っている状況を解決し，お互いがよ

り暮らしやすくなることが目的です。 

そのために，差別をしたとされる相手方との調整の際には，「差別をした」

として一方的に非難をするのではなく，相手方の事情も聞き，第三者の立場か

ら，お互いが納得できる解決策，着地点を見付け出していくことが相談員の重

要な役割となります。 

もちろん，相手方の事情を聞いた結果，差別が十分に解消されず，人権が侵

害される状態が残っては元も子もありませんので，時には差別をした相手方に

対する毅然とした対応が求められます。「オンオフ」のスイッチを切り替え，

適切に「介入」と「傾聴」を使い分けられるようになるために，相談員自身が

「差別」とは何か，求められる「合理的配慮」とは何か，しっかり把握してお

くことが重要です。このあたりについても普段から弁護士に相談できる体制を

構築しておくことが有益でしょう。各都道府県の弁護士会と連携体制を取るこ

とをお勧めします（第６章参照）。 

 

３ 守秘義務 

  相談員は，相談に応じることで，相談者のセンシティブ情報（思想，信条又は

宗教に関する個人情報とともに社会的差別の原因となるおそれがあると認められ

る事項に関する個人情報）を取得し，相談者のプライバシーに深く関わることに

なります。障害者差別に関する相談は，極めてデリケートな相談ですので，相談

者が安心して話をできる体制を確保し，相談者との信頼関係を維持するためには，

相談員には守秘義務があり，相談内容について秘密を厳守するという原則を伝え

ることが大切です。 

  事案解決のため，①家族や知人の協力が必要な場合，②地域の社会資源を活用

していく場合，③他の専門職や関係機関へ協力を依頼する場合など，第三者に対

して情報提供が必要な場合は，虐待等の例外的な場合を除き「原則として本人の

了解を得る」「必要以上の情報提供はしない」ことを徹底しましょう。 

 

４ 個人情報の取扱い 

  自治体が行う相談の場合，個人情報の取扱いは，各自治体の個人情報保護条例

に基づき取り扱われることになります。細かい規定はそれぞれの条例によって異

なるものの，収集した個人情報を，本人の同意なく，当該事案を解決する目的以

外のために利用したり，第三者に提供したりしてはいけない，という点において

はどの条例もほぼ同じ扱いとなっています。 
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  事案の解決のため，自治体職員や指定相談支援事業所などの相談機関が関わり，

情報を共同利用する場合には，共有する情報，共有する範囲について，本人にあ

らかじめ示し，同意を得る必要があります。 

  また，相談内容や支援会議の内容は，自治体における具体的な対応を適切に検

討・判断する上で必要不可欠のものなので，正確に記録保存されなければならな

りません。したがって，相談記録の作成，保管方法及び保管期間についても各自

治体で定めておく必要があります。     
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第３章 差別相談の具体的な手順 

 

ここでは，主に市区町村の担当者が差別相談を受けた場合の具体的な手順の一例

を示します。自治体によっては，委託先の相談支援センターが窓口になっている場

合や，専門的知見を持った方を相談員として委嘱している場合があります。もっと

も，差別に関する相談は，地域と密着して生じる場合が少なくないことから，自治

体が持っている既存の情報やネットワークを駆使することでより丁寧な解決を図る

ことが期待されます。差別相談を委託先，委嘱相談員任せにするのではなく，自治

体が本来有している情報と機能も有効活用していただくため，下記を参考にしてく

ださい。 

以下では，差別を受けたとされる側の当事者を「相談者」といい，差別をしたと

される側の当事者を「相手方」として説明します。 

なお，差別相談は，差別をしたとされる側から寄せられる（どのような合理的配

慮をすればよいか，当事者から差別ではないかと言われた際の対応など）こともあ

ります。その場合も，双方の言い分を丁寧に聞き取って，このマニュアルの記載を

参考にしながら関係調整を行ってください。 

 

Step１ 差別相談がきた 

１ 相談対応の一般的なポイント 

あなたの部署に，差別相談が入りました。最初の相談のときには差別であると

気づかなくても，後からそれとわかることもあります。ヒアリングの際に以下の

点に留意しつつ，相談者の思いをよく聞くことを重視します。 

 

【相談者から聞き取る事項のポイント】 

  □ 相談者が受けた不快な行為の内容を，「いつ，誰から，どのような行為（言

葉）で，どのような様子で」されたのか。 

  □ 相談者と相手方との関係性（過去・現在・これからの関係性） 

  □ 相談者が，その不快な行為を受けてどのように思ったか。 

  □ 相手方が相談者に対して主張している言い分6 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
6相手方が差別的な態度を取るとき，その理由も一緒に告げられている場合があります。まず，「相手

方がどのような主張をしているか」を確認します。しかし，建前上の理由（相手方の示す理由）と，

真の理由が異なる場合も往々にしてあります。差別的な態度をもたらす要因は，その差別的態度が行
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  □ 相手方の言い分の真偽 

  □ 相談者が，相手方に対してどのように対応してほしいか。7 

  □ 相談者が，行政（相談員）に対してどのように対応してほしいか。 

 

【相談者へ回答する際のポイント】 

  □ その場で差別か否かを回答する必要はない。 

  □ 行政（相談員）として，相談者に対してできそうなことを具体的に示す。 

  □ 行政（相談員）として，前向きな姿勢で臨むことが原則だが，できないこ

とについてはきちんと「できない」と回答した方がいい場合もある。その場

合，できない理由を十分に説明する。 

 

２ 「具体的な対応を希望しません」と言われたら 

相談者が特に行政（相談員）による何らかの調整を希望しない場合には，直ち

に当事者らの関係に具体的に介入する必要はありません。しかし，調整を希望し

ないとする理由や事情は人それぞれです。相談員の傾聴によって心から満足を得

た場合はよいのですが，多くは「これまでの関係を壊したくないから」「報復が

怖いから」など，更なる事態の悪化を恐れて具体的行動に移すことをためらう相

談者が多いことは強く心に留めておくべきです。これまでは，障がいのある当事

者がここで諦め，黙ってきたことで可視化されなかった差別を「見える化」し，

障がいのない人と相互理解へ向けた話合いをしてみよう（これが「建設的対話」

です。）という目的でできたのが障害者差別解消法です。 

そのため，建設的対話の仲介人と位置付けられている行政（相談員）は，相談

者の「具体的な対応を希望しません」という声の裏にある経緯や事情をきちんと

分析することが重要です。突然，直接相手方に相談内容をぶつけて対立関係があ

らわになることを恐れている相談者も多いため，調整作業の具体的なイメージを

伝えながら，相談者の不安を払拭できるような対応を行ってください。 

 

【自治体の役割として相談者に伝えるべきことの具体例】 

  □ 相談員が調整などの対応をする場合の具体的な動き方 

                                                                                                                                                         
われた際の状況，相手方とのこれまでの関係性（一時的なものか，継続的なものか。密な関係なのか

疎遠な関係なのか）等にもよりますので，そうした事情を聞き取りつつ，差別的な態度に至った「真

の理由」に当たりをつけることが大切です。 
7 ここが，相談者が求める合理的配慮の内容になります。相談者自身，どうしてほしいのか具体化でき

ていないことも多いため，相談員がよく話を聞きながら，一緒にイメージ固めをすることも大切な相

談員の役割です。 
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  □ 自治体内での情報共有 

  □ その相談の当事者に関係する他部署からのアプローチの可能性 

  □ 自治体主導による差別解消研修の企画・立案 

  □ 相談者と相談員の定期的な面談の実施 

このようなことを伝え続けることによって，相談者が相手方との関係調整や対

話の場を設定することを希望するかもしれません。その場合は，「Step２ 情報

収集」の段階へ進むことになります。 

それでもなお，具体的な対応を希望しない場合は，相談対応としては終結する

ことになります。ただし，地域の課題として広く共有し，継続して検討する必要

があるような事案の場合は，障害者差別解消支援地域協議会（第５章参照）の議

題に挙げるべきでしょう。 

 

Step２ 情報収集 

Step１のようなやり取りを相談者とする中で，相談員に対し，相手方に何らかの

アプローチをすることを希望するケースがあり得ます。その場合，相談員は可能な

限り，平穏な話合いの場を設定するか，相談員が間に入って相談者の気持ち，意向

を相手方に伝えます。ただし，相談員が相手方と接触する場合に求められる相談者

に対する事実確認は，Step１で必要とされるものよりも更に細かくなります。突然

相手方に連絡を取ることになるので，相応の根拠を示せる程度には細部の事実確認

をしなければなりません。 

調整に入る際に気をつけるべきこと，確認すべきことは以下のとおりです。 

 

【調整に際して相談者に対して確認すべきこと】 

  □ 当該出来事が発生したときの相手方の具体的な行為 

  □ 相手方が相談者に対して主張している言い分 

  □ 相手方の主張の真偽 

  □ 連携しようとする部署との情報共有の許可 

  □ 相談者の氏名を相手方に伝えることの確認 

  □ 相談者が相談員に希望しているアプローチ 

《例》 

    ・ 相談者の気持ちを相手方に伝える 

    ・ 相手方に対して何らかの対応（謝罪，具体的な合理的配慮など）を求
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める 

    ・ 話合いの場を設定してほしい 

 

相談員は，情報収集した上で，相談員間や委託元の担当課（多くは障害福祉課・

障害者支援課等になると思います。）との間で，「相談内容が不当な差別的取扱い

又は合理的配慮の不提供に当たるのか（以下「差別判断」といいます。）」「相手

方の言い分は正当な理由（不当な差別的取扱い類型）又は過重な負担（合理的配慮

の不提供類型）に該当するか（以下「例外事由の判断」といいます。）」について，

簡単に検討しておきましょう。差別判断のポイントについては，「第４章 差別判

断のポイント」を参照してください。 

 

Step３ 支援会議①（関係部署と方針検討する） 

差別相談からの調整は，相談者の人間関係や社会とのつながりに介入していく作

業になるので，十分な作戦会議が必要です。この点は障害者虐待防止法に基づく対

応に似ています。このため，相談を受けた相談員をコアとして，事案に応じた関係

機関，部署の人々が集合し，チームアプローチができるよう支援会議を開くと良い

でしょう。相手方に対して直接接触する際にも，相談員が突然接触するよりは，す

でに当事者と関係性を持っている部署の職員がいれば，その協力を得た方が円滑に

話すことができることもあります。 

相談に関する関係者に関する情報を共有し，どの部署がどのような役割を担い，

どのように進行するか，方針を検討します。相談員は，その議論をリードする役割

も担います。 

 

【当該相談の関係者と招集すべき部署の一例】 

  ○ 基本的なメンバー：相談員，障害者差別解消担当課，基幹相談支援センタ

ー地区担当相談員等 

  ○ 学校関係の相談：教育委員会，発達障害者支援センター等 

  ○ 商業関係の相談：商工担当部署 

  ○ 保育関係の相談：児童福祉担当課 

  ○ 自治会関係の相談：市民自治担当課，人権推進担当課等 

  ○ 民生児童委員関係の相談：地域福祉担当課等 

  その他，相談内容に応じて最も適切な部署への協力を依頼する。 
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なお，相談の内容によっては，支援会議を開かずに相談員限りで接触することも

差し支えありません。例えば，通所先の事業所に関する相談の場合は，相談員と障

害福祉課内で対応可能である場合が多いでしょう。 

 

Step４ 相手方へ連絡する 

Step２，３で決めた方針に従い，相手方と連絡を取ります。ここに至るまでに，

対応チームの中では「相手方が差別をしている可能性がある」という認定になって

いるかもしれません。しかしこの段階では，先入観を持たずに，以下の点に留意し

て話を聞くとよいでしょう。 

 

【相手方に連絡する際の留意事項】 

  □ 相談者から，相手方との関係で困っている事があるという相談（＝差別相

談）を受けたということを伝える。 

  □ 当該相談についての，相手方の主張と認識とそのような言動をとった理由

を聞く。 

  □ 当該相談の中で，相談者が感じたこと，相手方に望んでいることを伝える。 

  □ 相手方としては，今後どのような対応が可能かを聞く。 

 

相手方から得られる情報によっては，上記の点をすべて行うことがかえって適切

ではないこともあり得ます。あまりにも相談者と相手方との認識がずれているよう

な場合は，この段階では相談者の思いを全部伝えないほうがいいこともあります。

この点は，臨機応変な対応が必要となります。 

 

Step５ 支援会議②（事案全体の評価分析） 

相手方から聞いた話を分析し，事案全体の評価・分析のための支援会議を再度開

きます。本件について，両者の主張を突き合わせた上で，ここで再度差別判断と例

外事由の判断を行います。ここでも，第４章をよく参照し，当該相談において不当

な差別的取扱いを解消し，適切な合理的配慮を実現できる結論について，関係者で

イメージを共有します。どの程度の結論で双方が納得できるかはケースバイケース

なので，決して単一の結論を出す必要はありません。 

この段階で，外部専門家（弁護士・学識経験者等）の意見を聞き，最終的に差別
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相談であるとして調整に入るかどうか，どのように調整すればよいかという判断の

参考にすることが非常に有益です。 

 

【分析の視点】 

□ 相談内容は不当な差別的取扱いなのか，合理的配慮の不提供なのか。 

（⇒「第４章 差別判断のポイント」参照） 

 《不当な差別的取扱いの場合》 

□ 相手方の主張に「正当な理由」があるか。 

□ 正当な理由の判断の中で，何らかの合理的配慮を行うことで差別的取扱い

を回避できないかを検討。 

 《合理的配慮の不提供である場合》 

□ 相談者が求めている配慮が，相手方にとって「過重な負担」と言えるか。 

□ 過重な負担である場合，負担のより少ない代替案としてどのような案が考

えられるか。 

 

Step６ 相談者と相手方との調整 

Step５で行った分析を基に，相談者と相手方との間に入り，解決に向けた本格的

な調整に入ります。 

不当な差別的取扱い類型でかつ正当な理由がないと考えられるケースでは，差別

に当たる行為をやめて相談者の希望を叶えるよう，相手方に対する説得を丁寧に行

っていきます。この類型では，差別は人権侵害であるという原則の下，ある程度，

毅然とした対応が必要になる場合もあります。 

合理的配慮の不提供類型の場合は，当事者が求めている配慮の内容が，過重な負

担を伴わないと判断するのであれば，その要望を相手方に伝えます。過重な負担で

あると判断される場合は，支援会議が考える合理的配慮の内容を，相談者，相手方

双方に伝えます。相談員及び支援会議を構成するメンバーは，常にどのような配慮

であれば合理的配慮と言えるのかについて議論し，確認しながら調整に当たります。 

こうして，相談者，相手方に伝えた合理的配慮の内容につき，それぞれから意見

や理由が出てくると思われます。その場合は，支援会議での議論の趣旨を丁寧に伝

えて説得してみるなど，単純なメッセンジャーではない説得や調整を試みてくださ

い。その過程で当事者から得た意見は持ち帰り，更なる方針検討のために再度支援

会議にかけるなど，丁寧な対応が求められます。 
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【調整に当たる際の留意点】 

○ 常に，どのような配慮であれば合理的配慮と言えるかについて，支援会議

は当事者から独立して判断する。 

   ・ 支援会議が考える合理的配慮の内容からあまりにもかけ離れた提案がな

された場合は，その提案をそのまま反対当事者に伝えるのではなく，再考

を促す。 

   ・ 一方当事者が，自分の主張を譲らなかったとしても，「双方の主張の半

分」を取るのではなく，その主張が差別解消法の趣旨からは通らないもの

であることをきちんと説明し，説得する。 

   ・ 相手方が「正当な理由」や「過重な負担」を主張する場合は，きちんと

その根拠となる事情や資料を提出してもらう。イメージだけで判断しな

い。 

○ 支援会議の考える合理的配慮の内容からそれほど乖離した結論でなけれ

ば，双方合意する時点で終結とする。 

 

上記のとおり，Step５と Step６を繰り返すことにより，不当な差別的取扱いとし

て障がいのある人を排除することなく，適切な合理的配慮の提供が実現するように

調整を行います。チームアプローチで臨めば，難しい差別の判断やアプローチの方

法についても安心して取り組む事ができるはずです。 

 

Step７ 事件の終結 

１ 当事者間で合意に至った場合 

これまでの調整の過程を経て当事者間で合意に至った場合は，その合意内容が

確実に実行されることが必要です。相談内容の深刻さや当事者（特に相談者）の

意向にもよりますが，合意された内容を確認しやすいように，どのようなことが

不当な差別的取扱いに当たるのか，又は，どのようなことを合理的配慮として提

供するのかを文書にした上で相談者，相手方，相談員（自治体）の三者で共有し

ておくとよいと思います。 

もっとも，合理的配慮として具体的行為を伴わないような相談（謝ってほしい，

今後気をつけてほしい，など）の場合など一律に文書化することは適切ではない

場面もあります。そのケースに応じた対応を，支援会議で検討してください。 
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２ 当事者間で合意に至らない場合 

何らかの事情により，当事者間で合意に至ることができず，説得も難しい場面

があり得ます。差別解消法の趣旨からは，障がいの有無にかかわらず，その人の

意思に反して何かを強要することは望ましくはありません。しかし，合意ができ

ないからといって，相談前の状態のまま放置することは，差別を温存させること

にもなりかねないことから，自治体としてもその後の対応についてある程度責任

を持って対応することが必要です。 

具体的には，次のような対応が考えられます。 

⑴ いわゆる「障害者差別解消条例」を制定していない自治体の場合 

① 障害者差別解消法１２条，２２条に基づく行政措置 

障害者差別解消法は，１２条において主務大臣による行政措置（報告徴収，

助言，指導，勧告）について定めています。そして，通常各主務大臣から自

治体に権限委譲されている部分については，自治体が，その権限を適切に行

使して報告を求めたり，助言，指導，勧告を行なったりすることにより，差

別的態度を改めない事業者に対応することが求められます（２２条，同法施

行令３条）。 

注意を要するのは，差別解消法では，努力義務である事業者の合理的配慮

についても，１２条の指導，勧告等の権限が及ぶということです。努力義務

であっても，事業者が合理的配慮の努力を怠り，容易にできる合理的配慮を

行わず，度重なる助言にも従わないような場合には，適切に権限行使をして

いくことが必要になります。 

② 弁護士会との連携 

あっせんの手続や，それに続く自治体からの勧告，氏名公表などの措置を

採る権限が自治体にありません。このため，相談段階で合意形成ができなけ

れば，それ以上の対応を自治体が行うことは難しいといえるでしょう。 

しかし，そこで放置することは適切ではないため，然るべき機関へつなぐ

ことが大事です。例えば，すべての都道府県には，都道府県弁護士会がある

ので，まずは各都道府県弁護士会にお問い合わせください。 

それぞれの都道府県弁護士会の障がいを理由とする差別の相談窓口は巻

末記載のとおりですので，ぜひご利用ください。 

⑵ いわゆる「障害者差別解消条例」を制定している自治体の場合 

条例に基づくあっせん手続，勧告，公表など，差別相談に対して一定の判断

を行い，当事者に何らかの対応を求める権限を行使できることが多いと思われ

ます。そこで，相談段階で合意形成が困難な場合は，相談者に対し，必ずこう
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したあっせん手続等について教示を行い，具体的な申立方法を案内してくださ

い。相談者本人が申立手続を取ることが難しい場合もありますので，申立ての

支援まで行うことも必要でしょう。 

自治体による直接の申立て支援が難しい場合は，上記の弁護士会の相談窓口

につなぐことも有用です。 

なお，条例に基づくあっせん手続が設けられている自治体の場合，当事者が

初めから相談ではなくあっせん手続の利用を希望して相談窓口を訪れることが

あります。当事者が何を求めているのかを慎重に聞き取って，事案や状況に応

じた手続きの利用を案内するよう心がけてください。 

⑶ その他の紛争解決機関 

障害者差別解消法は，あっせん調停機能を持つ既存の紛争処理機関の活用を

想定しています。例えば，一般的な差別相談については，地方法務局が手続を

主宰する人権侵犯事件救済申立の利用が考えられますし，労使間の差別の解消

には，都道府県労働局に対して相談をすることが考えられます。 

 

 

【あなたが所属している自治体を『相手方』とする相談のとき】 

 「障がいのために保育所に入れなかった」「公営住宅に入れてもらえなかった」

「公立学校で先生から合理的配慮を受けられなかった」など，あなたが所属して

いる自治体を相手方とする相談が入ってくることもあり得ます。その場合，あな

たは，このマニュアルが想定している「差別相談」の相談員というよりは，合理

的配慮を提供すべき義務を負った「行政機関等」の一職員として，障がいを理由

とする差別に関する要望を受け取ったことになります。このためあなたは，障が

いのある人からの要望に対し，行政機関として何をすべきかを全庁あげて検討す

べきことになります。 

 差別相談に対しては，多くは障害福祉課や同課から委託を受けた相談支援セン

ター相談員が対応するため，障害福祉の分野から外れる部署を相手方とする相談

について第三者的スタンスを取ってしまいがちです。しかし，いずれの部署（教

育委員会，選挙管理委員会，議会事務局等も含みます）も同じ自治体です。こう

した要望を受領した際は，消極的な部署を説得して，部署間連携を駆使して不当

な差別的取扱いを解消し，合理的配慮を提供しなければなりません。その場合も，

上記の各ステップで挙げた考慮事項を参考にしてください。 
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  相談者 自治体（相談員・担当部署） 相手方 

Step1 差別相談を受けた 

Step２ 情報収集 

Step３ 支援会議 

（関係部署と方針検討） 

Step４ 相手方へ連絡する 

Step５ 支援会議② 

（事案全体の評価分析） 

Step６ 相談者と相手方との調整 

Step７ 事件の終結 

方針決定に迷ったら

弁護士に相談！ 

方針決定に迷ったら

弁護士に相談！ 

第４章「差別判断の

ポイント」参照 
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第４章 差別判断のポイント 

 

ここでは，相談に上がってきた事案が差別に当たるのか否かを判断する際の思考

過程，判断過程のポイントや優先順位について説明します。 

差別事案の相談が来たら，まず，事案が，①不当な差別的取扱いの類型と，②合

理的配慮の不提供の類型のいずれの差別類型にあたるのかを判断します。もっとも，

この２つの類型は，片方が成立すれば他方は成立しないという非両立の関係にある

わけではありません。実際の事案では，①又は②のみが問題になる事案の他に，①

と②の双方が問題となる事案もあります。 

 

１ 不当な差別的取扱い類型 

不当な差別的取扱いの類型は，古典的な差別として最も事例が多く，しかも，

不当な差別的取扱いは行政機関等のみならず民間事業者においても法的に禁止さ

れており，この類型の差別に該当するとすれば，是正の必要性が高いです。そこ

で，相談を受けた場合には，まず最初に，不当な差別的取扱いに当たるかどうか

を判断することが大切です。 

障がいを理由とする拒否，区別，排除，制限など，障がいのない人と異なる取

扱いをする場合が，差別的取扱いの類型になります。例えば飲食店の入店拒否，

スポーツクラブの入会拒否，アパートの賃貸拒否，交通機関の乗車拒否などです。 

相手方の行為が「差別的取扱い」に該当するためには，①「異なる取扱い」を

受けたといえること，②その異なる取扱いが「障がいを理由とする」ものである

ことが必要となります。そのため，相談者から最初に相談を受ける際に，「相手

方からどういった扱いを受けたのか，どのような理由が示されたのか」の２点に

ついて，相談者からきちんと聞き取っておくことが大切です。 

ここで注意が必要なのは，相手方からよく出される「障がいを理由とする差別

ではない」という反論を安易に認めてはならないということです。相手方にとっ

ては「障がいを理由とする差別」との認識はなくても，客観的に判断すれば，「障

がいを理由とする差別」に該当する事例はよくあります。相手方が，一見もっと

もらしい（障がいを理由とする差別ではないという）説明をしていたとしても，

その説明が客観的状況と合致しているか，障がいのない人に対する対応との一貫

性があるか等に十分注意しながら，判断していく過程が重要です。そのため，そ

の「異なる取扱い」の理由について丁寧に聴取する必要があります。 

次に，その差別的取扱いに正当な理由があるか否かを検討します。ここでは，
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当該差別的取扱いが客観的に見て正当な目的の下に行われたものであり，その目

的に照らしてやむを得ないと言える場合であるか否かを判断することになります。

もっとも，ここでもまた，単に相談者から聞き取った相手方の言い分を鵜呑みに

するのではなく客観的に判断することが重要です。 

 

２ 合理的配慮の不提供類型 

仮に，外形的もしくは形式的には異なる取扱いが行われていない場合でも，何

らかの配慮の提供がないため，実質的には不平等な扱いになっている場合があり

ます（合理的配慮の不提供類型）。 

この場合，まず最初に，何らかの物的又は人的支援，その他の工夫などを提供

すれば実質的に平等な扱いとなるような手段が存在し，そのことを相談者が申し

出ているにもかかわらず，それを相手方が提供しなかったかどうかを検討しなけ

ればなりません。 

配慮が可能であるにもかかわらず配慮が提供されなかった，と判断した場合に

は，次に，その配慮が過重な負担に当たるかどうかを検討します。ここで注意を

要するのは，そもそも合理的配慮は一定の負担を前提としたものですので，単に

負担があるということだけで合理的配慮の提供が免責されるわけではなく，負担

が過重かどうか別途判断が必要だということです。また，その負担が過重と言え

るかどうかについては相手方の経済規模や被る影響だけではなく，それが提供さ

れないことによって相談者が被る人権侵害の程度も考慮しましょう。 

  ※「過重な負担」に当たるかどうかの判断の方法については，第１章４(3)「過

重な負担」（１４ページ）の項も参考にしてください。 

 

３ 重複した類型 

不当な差別的取扱いに該当するだけでなく，合理的配慮の不提供にも該当する

という事例もあります。こうした事例では，合理的配慮が提供されることを前提

として，差別的取扱いを正当化する理由の存否の判断を行う必要があります。 

検討の流れとしては， 

① 障がいを理由とする拒否，区別，排除，制限などの異なる取扱いがあるか

を検討する。 

② その行為に正当な理由があるといえるかの判断過程の中で，合理的配慮が

なされても異なる取扱いをせざるを得ないと言える場合であるかどうかの

検討をする。 

という流れになります。 
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その結果として，不当な差別的取扱いであると同時に合理的配慮の不提供と言

える場合もあり得ることになります。 

 

４ フローチャート 

  以上で説明した差別判断の過程をフローチャートで示すと，次のとおりになり

ます。 
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５ 具体例 

 ⑴ 差別判断の過程で間違えやすいポイントの例 

ここでは，いくつかの相談例を元に，差別判断の過程について具体例を挙げ

ていきます。 

 

事例① 

【不当な差別的取扱い事例を合理的配慮の不提供事例として処理した事例】 

 オストメイト（人工肛門・人口膀胱（＝ストーマ）を持っている人）が市営

プールを利用しようとしたところ，「パウチが破損してプールが汚物で汚れて

しまった場合，水の総入れ替えをしなければならず，多額の費用がかかる。」

ということを理由にプールの利用を断られた。差別ではないか？ 

 

 （誤った判断過程の一例） 

   水の総入れ替えになった場合の費用の額を試算し，それが「過重な負担」に当

たるか否かを検討しました（前提として，②合理的配慮の不提供類型とされてい

ます。）。 

   そして，費用が多額であることから「過重な負担」に当たるので，市営プール

の利用拒否は差別に当たらないと結論付けました。 

 

 （正しい判断過程） 

オストメイトであること（障がい）を理由とするプールの利用拒否（異なる

取扱い）という事案なので，①不当な差別的取扱い類型です。そこで，拒否の

理由である，「プールが汚れた場合に水の総入れ替えに多額の費用がかかるこ

と」は，正当な理由と言えるかどうかを検討しました。 

その結果，オストメイトの人がプールを汚す確率は非常に低く，そのような

低い確率のリスクを理由に利用を拒否することは正当な理由に当たらないと判

断し，不当な差別的取扱いに当たると判断しました。厚労省のパンフレットに

パウチを付けながらの温泉入浴に差し支えがないと書かれていたことも参考に

しました。 

 

事例② 

【不当な差別的取扱い類型か，合理的配慮の不提供類型か迷う事例】 

 車いすの人が隣町の支援事業所に週４回通うために電車を使おうとしたとこ
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ろ，ホームに降りる昇降機を使うためには駅員が２名関わらなければならず，

小さい駅なので，人員配置に限界があり，週２回までしか援助ができないと言

われた。 

 

 （誤った判断過程の一例） 

この事案では，結果として，週２回電車を利用することができないという不利

益を受けています。 

そこで，①不当な差別的取扱い類型に当たると判断しました。 

 

 （正しい判断過程） 

しかし，鉄道会社としては，相談者の利用を拒否（異なる取扱い）している

わけではなく，昇降機を使うための人的援助を提供すれば電車を利用すること

ができる（合理的配慮の提供により実質的に平等な取扱いが可能）事案なので，

①不当な差別的取扱い類型ではなく，②合理的配慮の不提供類型に該当します。 

そこで，次に車いすの人が週４回駅を利用できるようにするための調整が過

重な負担に当たるか否かを検討しますが，その判断過程については下記５⑵で

説明していますので，ご参照ください。 

 

事例③ 

【不当な差別的取扱いの判断の中で合理的配慮の提供の可否を検討すべき事

例】 

 聴覚障がいのある人が会社の事務職員の募集に応募をしたところ，他に障が

いのない人が２名応募し，筆記試験と面接を経て，最終的に，障がいのない人

が採用されることになった。筆記試験の成績や経験では聴覚障がいのある人が

有利だったはずなのに，この結果は，差別ではないか？ 

 

 （誤った判断過程の一例） 

聴覚障がいを理由とする不採用なので，①不当な差別的取扱い類型であると

判断しました。 

そして，聴覚障がいがある人は，来客対応や電話対応などのコミュニケーシ

ョンに障がいがあるため，職務遂行能力が聴覚障がいのない人より劣ると思わ

れるので，聴覚障がいのある人の不採用には正当な理由があると判断しました。 

 

 （正しい判断過程） 
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上記判断過程のうち，①不当な差別的取扱い類型であると判断したことは誤

りではありません。ただ，聴覚障がいのある人に全く合理的配慮を提供しない

ことを前提に，職務遂行能力を判断して不採用の正当な理由を認めています。

しかし，正当な理由があるかどうかの判断を行う際は，相談者に対して合理的

配慮の提供が可能であるかをきちんと検討する必要があります。それが不可能

である場合でなければ，障がいを理由とする不採用は不当な差別的取扱いとな

り，許容されません。 

耳で音声を聞き分けることが担当業務を遂行するために必要な本質的能力

であり，それ以外のコミュニケーション手段では職務の遂行が不可能な場合で

あればまだしも，そうでない職種も多い中にあっては，他の代替的なコミュニ

ケーション手段が提供されれば，職務の本質的遂行能力を欠くとは言えない場

合も多いと思われます。したがって，単に聴覚障がいが存在するという理由だ

けで，採用を拒否するのは正当な理由を欠く不当な差別的取扱いであると判断

すべきことになります。 

そこで，この事例における合理的配慮の提供としてどのようなことが考えら

れるかを検討します。具体的には，基本方針に列挙された考慮要素を意識しな

がら過重な負担にならない実施可能な合理的配慮により，聴覚障がいのない人

と実質的に平等な条件を整えることが可能かを検討します。例えば，合理的配

慮として，メールや筆記等によるコミュニケーションで補えないか，口頭のコ

ミュニケーションを必要としない職務（書類作成やコピー等）を担当させ，適

宜，手話通訳を付けること等が考えられます。応募者本人から，必要とする合

理的配慮について意向を確認することも必要です。そして，このような配慮を

前提として，成績，経験，適性などを総合評価し，聴覚障がいのある人の採用

拒否が差別に当たるかを判断します。 

 

事例④ 

【不当な差別的取扱いをする理由につき相手方が虚偽の説明をする事例】 

Ａ社の採用試験で，弱視の障がいがあるＢが受験したところ，適性はあるの

に不採用にしたいと考えた経営者ａが，Ｂが障がいのため運転免許を取得で

きないことを知り，「採用にあたっては運転免許が必要だ。だから不採用に

した。目が不自由だからという理由ではない」と説明した。しかし，Ｂが応

募した職種は運転免許が必ずしも必要のない事務職だった。 

（誤った判断過程の一例） 

運転免許が必要なのであれば，運転ができないＢを不採用にしたとしてもやむ
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を得ないと考えられます。たしかに異なる取扱いかも知れませんが，障がいを理

由としていないので差別には当たらず，相談の対象外だと判断しました。 

 

（正しい判断過程） 

  Ｂが応募した職種が，本当に運転免許がなければ務まらないものであるかに

ついては，もう一度よく考える必要があります。営業職ならばまだしも，一般

事務職において，自動車の運転ができなければ，求められている職務を遂行で

きない，というような場面はそれほど多くないと考えられます。そこで，相手

方の言い分を受けてさらに「どのような場面で車の運転が必要になるのか」「新

規採用予定者を含む従業員全員が運転できなければ，業務が回らないのか」「運

転免許の要否をあらかじめ求人広告等で示していたのか」など，本当に自動車

の運転ができなければならないのかについてきちんと聴取する必要があります。 

こうした聴き取りの結果，それほど運転免許の必要性が認められない場合は，

不採用の本当の理由は運転免許がないことではなく，障がい（弱視であること）

が理由だったことが推認されます。そこで，不当な差別的取扱いであるとして，

ａを説得することになります。 

 

 ⑵ 過重な負担に当たるかどうか考える具体例 

   以下では，第１章４⑶で挙げた「過重な負担」に当たるか判断するための考

慮要素に沿って事例を検討します。 

 

事例⑤ 

【車いすを利用している人の場合】 

車いすを利用しているＡさんから，ある零細企業Ｂ社の社屋ビルにエレベー

ターをつけてほしいという要望があった。Ｂ社に商談に来た時に，２階の社長

室まで行くことができないという。Ａさんは，車いすを利用していたというだ

けのことで，この商談を逃すことになってしまうのだろうか。それとも，何か

いい合理的配慮の手段を考えることはできるか。 

 

  一見して，「零細企業にエレベーターを付けてほしいなんて無理」と思って

しまいそうですが，基本方針に書かれている考慮要素を検討しながら，「本当

に過重な負担に当たるのか」を考えていきます。 

  ① エレベーターの設置（当事者が求めていること）はできるのか 

まず，建物の構造上，物理的にエレベーターを付けることができない場合
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は，「実現可能性の程度」がないため過重な負担に当たる，と言いやすいで

しょう。構造上エレベーターを付けることはできる，ということであれば，

Ｂ社のその他の事情を検討していくことになります。零細企業なので，「事

務・事業規模」や「財政・財務状況」の観点からは，費用のかかる合理的配

慮は消極になりやすいと言えます。日々の業務で自転車操業一歩手前という

ことであれば，エレベーターの設置を強制することにより，「本来の事業目

的自体が損なわれる」可能性もあります。そうすると，「エレベーターを付

ける」という手段に限定すれば，過重負担である可能性が濃厚そうです。そ

うすると，当事者が求めるとおりにエレベーターを設置できなくても，直ち

に障がいを理由とする差別に該当するとは言えません。 

  ② エレベーターの設置以外にできることはないか 

    当事者が求めたとおりのことができなかったとしても，「これならできそう」

という代替手段がないかどうかを考えます。 

    例えば，Ａさんとの打合せに限り，普段は倉庫として使っている１階の部屋

で話をするなどです。倉庫なのでちょっとＡさんには我慢してもらわなければ

なりませんが，Ａさんが２階に上って社長に会えないことに比べれば不利益は

小さいと言えそうです。 

１階は別のテナントなので降りて打ち合わせるわけにはいかない場合，複

数の人員で車いすごと持ち上げるという代替手段が考えられます。もっとも，

社長一人しかいないという会社であれば，Ａさんを２階まで担ぎ上げること

も，「実現可能性」の観点から過重な負担に当たるかもしれません。 

 

事例⑥ 

【視覚障がいのある住民からの要望】 

ほとんど全盲に近い視覚障がいのため，主に点字を使っている住民から，「マ

イナンバー通知書などの重要な郵便物も，墨字（印刷の文字）で書かれてしま

うと何が届いているのかもわからない。重要文書だけでも点字でもらえない

か。」と言われた。 

 

    視覚障がいのある方は，墨字の文書を郵送されてもお一人では何が書かれ

ているのかわかりません。自治体からの重要文書も，それが重要であること

がわからないため，ご本人が対応ができなかったり遅れることがあります。 

①  重要文書だけでも点字で郵送できないか 

   点字ニーズがある方はお一人ではないはずなので，全員に点字文書をお送
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りできる体制を整えるのも一つの方法です。点訳には，点訳サークルや点訳

業者に委託して，文書を点字化する方法があります。また，点字プリンター

を導入するということも考えられます。しかし，いずれにしても墨字印刷よ

りも費用がかかることは否定できません。委託する場合も郵送物が発生する

たびに点訳費用がかかることになりますし，文書の性質によっては守秘義務

の問題も発生します。そこで，「実現可能性の程度」の点で毎回文書ごとに

外注可能かどうかを考える必要が出てきます。点字プリンターであれば守秘

義務の問題は発生しませんが，点字プリンターは１００万円を越すものも少

なくありません。急に予算を取るには「費用・負担の程度」が大きいと言わ

れるかもしれません。ただ，視覚障がいがあっても，行政からの情報をすべ

ての市民に確実に受領してもらうのは公の責任であることも合わせて考え

れば，過重な負担であると簡単に判断することもできないでしょう。 

  ② 点字文書を郵送する以外にできることはないか   

    では，点字文書を郵送する以外に何かできることはないでしょうか。本人が，

その郵便物に何らかの重要文書が封入されていることがわかるようにするこ

とが考えられます。封筒にわかりやすい印をつけて郵送すれば，本人も「読ま

なければならないものだ」と気づき，家族や知り合いに読んでもらうことがで

きます。 

    例えば，点字プリンターは高額ですが，点字でラベル印刷をできる機械が売

られています。これであれば，数万円で購入できますので，プリンターに比べ

れば導入費用を抑えられます（「費用・負担の程度」）。また，重要文書であ

ることがわかるように，「重要」という文字を大きくゴシック体・太字で印字

することにより，かなりわかりやすくなります。全盲の人ではなく，わずかな

がら判別できる弱視の方であれば，重要文書であることがこれでわかりますし，

同居の親族などにも伝わりやすいのです。あるいは，封筒の一辺に切り込みを

入れて，触っただけでわかるようにしておくという方法も考えられます。 

    いずれの方法も，視覚障がいのある人宛ての文書については一定程度の労力

がかかることにはなりますが，自治体の「事務・事業の程度」や「財政・財務

状況」などを考えると，過重であるとまでは言い難いのではないでしょうか。 

 

事例②’ 

【過重な負担に当たるかどうかが問題となる事例として再掲】 

 車いすの人が隣町の支援事業所に週４回通うために電車を使おうとしたとこ

ろ，ホームに降りる昇降機を使うためには駅員が２名関わらなければならず，
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小さい駅なので，人員配置に限界があり，週２回までしか援助ができないと言

われた。 

 

    まず，週４回すべてに人的援助を行うことによって，その鉄道会社が受ける

「事務・事業への影響の程度」「費用負担の程度」がどの程度かを検討します。

程度が，鉄道会社の事務・事業の目的や内容，機能を損なうか，つまり週４回，

特定の時間だけ２名をその駅に配置することによって，鉄道会社の事業目的等

を損なう程の影響が出るのであれば，それは過重な負担と言える一つの要素に

なるでしょう。 

    また，「実現可能性の程度」「事務・事業規模」がどの程度か，つまり，

その鉄道会社が，営業距離が数十㎞程度，駅も２～３駅しかないような会社

であれば，そもそも人員が少ないので，合理的配慮の提供としてとり得る選

択肢も自ずから少なくなります。例えば，合理的配慮の一例として，相談者

が乗車する電車に駅員が一人乗車して昇降を手伝ったり，一緒に降りる乗客

に手伝いをお願いするという方法が考えられますが，人員の少なさ故にこの

ような方法は難しいかもしれません。反対に，「財政・財務状況」が良く「事

務・事業規模」が大きい場合，例えば，毎日決まった時間のその電車だけ車

掌を２名乗車させ，その駅で昇降機を使って相談者を乗せて帰ってくる，と

いったことを行なっても事業目的を損なうとは言いにくいでしょう。 
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第５章 差別解消支援地域協議会の活用 

 

１ 差別解消支援地域協議会とは 

障害者差別解消法は，「関係機関が行う障害を理由とする差別に関する相談及

び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組を

効果的かつ円滑に行うため」に，障害者差別解消支援地域協議会（以下「地域協

議会」といいます。）を組織することができる，としています（１７条）。当該

自治体の区域内における障がいを理由とする差別をなくすためには関係機関が連

携する必要がありますが，その要として開催される附属機関（地方自治法１３８

条の４第３項）ということになります。 

ここでは，差別解消支援地域協議会の活用法を説明しますが，より詳しく知り

たい場合は，「障害者差別解消支援地域協議会の設置・運営等に関するガイドラ

イン」8（巻末資料集参照）をご覧ください。 

 

２ どういうときに役に立つのか 

障害者差別解消支援地域協議会の設置・運営等に関するガイドラインによると，

地域協議会を開催するケースが挙げられています。これらを分類したのが次の表

です。 

  

分類 目的 具体的な議題例 

個別紛争の

解決 

複数の機関によって紛争の防止や解決

を図る際の事案の共有 

 

構成機関等による斡旋・調整等紛争解決

の後押し 

法務局が取り扱う人権侵犯被害事件に

ついて，判断の基礎となる障がい特性

や，地域生活を支える社会資源に関す

る情報提供を行う。 

相談体制の

整備・充実 

関係機関等が対応した相談に係る事例

の共有 

相談窓口を持っている機関を構成員と

し，各機関に対し，障がいを理由とす

る差別に関する相談件数を提出いただ

き，地域での差別相談に関する傾向を

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
8
 内閣府ホームページ「障害者差別解消支援地域協議会の設置・運営等に関するガイドライン」 

 http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/secchi/pdf/guideline.pdf 
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分析する。 

障がい者に関する相談体制の整備 
当該自治体が相談窓口を設置する際の

仕組みづくりに関し，意見を求める。 

施策の充実 

障がい者差別の解消に資する取組の共

有・分析 

当該自治体のほか，公的，民間問わず，

障がいを理由とする差別の解消のため

に行っている取組を紹介してもらう。 

障がい者差別の解消に資する取組の周

知・発信や障がい特性の理解のための研

修・啓発。 

構成団体が主催する障がい特性の理解

に関する研修会やイベント，フォーラ

ムにつき，構成団体を通じて周知啓発

し，参加を求める。 

当該自治体をはじめとする構成団体間

で連携して，障がい特性の理解に関す

るイベントを企画する。 

 

３ メンバー構成の工夫 

障害者差別解消法の最終目的は「障がいのある人とない人との共生」であり，

そのための手段の一つが地域協議会です。このため，地域協議会も，可能な限り

「障がいのある人とない人との共生」を実現できるような構成にする必要があり

ます。 

では，この「共生」を実現するためにどのような点に気を付ければよいでしょ

うか。 

これまでの障害福祉に関する施策は，障がいのある人を中心として，障がいの

ある人の地域生活をどのように支援するか，という観点から検討されてきました。

これに対し，「障がいのある人とない人との共生」は，障がいのある人とない人

との率直かつ対等な意見交換によって，実現されていくものです。このため，構

成機関としては，障がいのある人およびその支援者のみならず，社会を構成する

多様な機関に参加してもらい，意見交換をすることが望まれます。地域協議会の

メンバー構成を検討する際は，この「構成機関の多様性の確保」がポイントとな

ります。この点，現在，各自治体に設置されている，いわゆる自立支援協議会（障

害者総合支援法８９条の３）と地域協議会を兼ねるという運用をしている自治体

も見られます。しかし，自立支援協議会の構成メンバーは，障がいのある人およ

びその支援者に偏りがちであることは否定できず，上記の「多様性の確保」の観

点からは若干の疑問があります。また，上記２の表のうち，「個別紛争の解決」

に関する議題を審議するときや，障がい理解に関する企画を行うときも，地域協
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議会をハブとして，障がいのない人に働きかけることが想定されていますので，

地域協議会が障がいのある人及びその支援者に偏った構成とされている場合には，

日頃からの議論の積み重ねがないままに依頼せざるを得ません。 

このため，自立支援協議会と地域協議会を兼ねる場合には，部会制にするなど，

自立支援協議会とは別の合議体を構成し通常自立支援協議会には参加しない構成

員（例えば商工会議所関係者，交通事業者，金融機関，法務局など）を加えるこ

とが望ましいでしょう。 

 

４ 地域協議会を設置する際に留意すること 

地域協議会は，当該地域の中で障がいを理由とする差別の取組を進めるためで

あれば，基本的にどのような活動をするのも自由です。ただし，より充実した会

議にするため，また住民の方に安心してご相談いただくために，以下の点に注意

する必要があります。 

⑴ 個人情報保護 

地域協議会構成員には，差別解消法上，守秘義務が課されています（１９条）。 

差別に関する相談は，それまでの相談者が所属しているコミュニティ（地域，

学校，職場，サークルなど）の中での人間関係に大きな影響を与える内容であ

ることが多いでしょう。このため，相談者は，個人情報が守られるということ

についての信頼がなければ，安心して相談をすることができません。 

そのため，地域協議会で個別紛争の予防や解決のための審議を行う場合は，

当該相談者の個人情報の扱いに関しては，細心の注意を払う必要があります。

具体的には，次の点を遵守するとよいでしょう。 

① 相談者に，地域協議会の構成メンバーは誰であるかを説明すること。 

② 当該事案を地域協議会の議題として供出する際には，相談者の同意を得

ること。 

③ ②の場合，氏名，住所等の個人識別情報についてはマスキングするなど，

個人が識別されないように配慮すること。 

特に地域協議会の構成員が２０名を超えるような大人数となる場合は，相談

者の相談内容をどの範囲の人が知ることになるのかを相談者に事前に説明した

上で同意を得ることが肝要です。 

⑵ 人数 

「構成員の多様性の確保」を追求すると，構成員の人数は多くなりがちです。

しかし，充実した審議という観点から見ると，場合によっては，少人数の方が

審議に適していることもあります。 
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構成員の人数が大人数になった場合は，審議する内容によっては，会議をグ

ループ討議の形とするなどして少人数で議論を行う場面をつくるなど，審議方

法の工夫も必要でしょう。  
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第６章 弁護士・弁護士会との連携 

 

１ 弁護士会との連携の必要性 

障害者差別解消法の制定により，差別は「障がいのある人に対する権利侵害で

ある」ということが明確になりました。このような権利侵害の解決のためには，

法的な視点を持って事案に対応することが必要となります。 

また，差別事案の中には，労働事件や虐待とも取れる事案など，非常に法的紛

争性の高い事案もあります。 

さらに，差別事案の対応に当たっては，当事者双方の事情に鑑み，求めるもの

を適切に認識して助言や提案を行うことが必要です。 

このような差別事案における相談対応の場面では，自治体の相談担当者が弁護

士から法的な視点に立った助言を受けることで，争点の整理や，法的視点を踏ま

えた対応をとることが可能となることがあります。 

また，自治体の相談担当者のみならず，差別事案の当事者や支援者が，個別の

弁護士に相談することで，適切な解決が図られることもあります。 

このように，差別事案の相談対応においては，弁護士を活用する場面が多く想

定されます。そこで，自治体の相談担当者や差別事案の当事者等が弁護士に相談

できる体制を構築するなど，弁護士・弁護士会との連携体制を構築することが有

用です。 

現在，差別事案に特化した連携体制を構築している自治体はないと思われます

が，既に，既存の相談体制の中に差別事案の相談を組み込む方法で連携体制を構

築している地域もあります。また，虐待対応や高齢者の地域包括支援センターの

相談対応の場面では，弁護士会と自治体との連携体制が構築されている地域もあ

り，このような連携体制を，障がい者差別解消の分野に応用することも可能と思

われます。 

  以下，各地の実例をご紹介します。 

 

２ 自治体職員・相談員へのアドバイス 

 ⑴ 障害者虐待防止専門職チーム 

① 「障害者虐待対応専門職チーム」とは 

 「虐待対応専門職チーム」とは，障がい者虐待の対応について，弁護士会，

社会福祉士会等及び自治体がチーム派遣契約を締結し，主たる責任者となる

市区町村の職員が，虐待対応について困難を感じた際に，具体的な対応を適



45 

 

切に実施するため，虐待に精通した弁護士と社会福祉士等からなるチームが，

それぞれの視点から担当者に助言を行うというものです。虐待対応の場面で

は，「虐待」に当たるのかどうか，緊急性がある事案などで「やむを得ない

事由」による措置を実施するかどうかなど，的確な事実認定と法律の解釈適

用が求められる場合が多く，弁護士によるアドバイスが有益であることから，

平成１８年に高齢者虐待において導入され，その後，障害者虐待にも利用さ

れるようになってきました。現在，２７の都道府県において障害者虐待対応

専門職チームが導入されている市町村が存在し，徐々に広がりを見せていま

す。 

② 差別事案での活用 

障がいを理由とする差別事案は，虐待と紙一重の場面も多く存在します。

虐待対応専門職チームの派遣契約を締結している自治体においては，差別に

関する相談対応中に「虐待かな」と思ったときは，既存のチームを利用し，

積極的に派遣を活用いただけます。 

また，一部の弁護士会では，「虐待対応専門職チーム」の派遣対象事件を

虐待のみならず差別解消事案にも広げることを検討しています。各地の自治

体・弁護士会においても，このような取組が広がることで，差別解消事案に

ついてもアドバイスを受けることが可能となります。このような取組にご関

心をお持ちの場合は，地域の弁護士会に問い合わせてみてください。 

 

 ⑵ 障害者差別解消法に関する法律相談事業（大阪弁護士会，平成２９年度から実

施） 

障がいを理由とする差別の問題は，「差別」に当たるのかどうか，合理的配

慮を提供することが「過重」な負担に当たるのかどうかといった事実認定と法

律の解釈適用について，自治体の担当者に対する法的視点からのアドバイスが

有用であるという点で，「虐待対応専門職チーム」と構造が類似しています。

そのため，虐待対応と同様に「自治体との契約に基づいて弁護士と福祉職をア

ドバイザーとして派遣する」という仕組みを構築することが可能です。 

そこで，大阪弁護士会では，上記⑴で紹介した虐待対応専門職チームの仕組

みを応用し，平成２９年度から，大阪府下の各自治体との間で，福祉関係機関

のための法律支援事業契約を締結し，相談対応に当たる職員や委嘱相談員など

からの法律相談を受ける「差別解消法に関する相談事業」のモデル事業を行っ

ています。 

各自治体からのご要望をいただければ，このようなアドバイザー派遣の仕組
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み作りが可能な弁護士会は多くあると思われますので，ぜひ地域の弁護士会の

担当窓口（高齢者・障害者支援センター等）にご相談ください。 

担当窓口については，巻末の「全国の弁護士会の法律相談窓口」をご覧くだ

さい。 

 

３ 障がい当事者・支援者からの相談ニーズに応える 

障害者差別解消法１４条は，自治体に対し，障がいのある人やその家族その他

の関係者からの，障がいを理由とする差別に関する相談に的確に応ずるための体

制作りを求めています。 

このような体制には，自治体職員自らが相談を受ける方法のみならず，当事者

が弁護士等の専門性を有する相談先にアクセスするための仕組みを，自治体主導

で構築する方法も考えられます。 

弁護士会によっては，自治体と連携したり，既存の仕組みを利用してこのよう

な相談体制を構築しているところもありますので，ご紹介します。 

 ⑴ 電話・ＦＡＸ相談（兵庫県弁護士会） 

兵庫県弁護士会では，弁護士会が兵庫県障害福祉課から委託を受け，相談業

務を行っています。 

これは，差別解消法施行前から実施されていた「高齢者・障害者のための電

話・ＦＡＸ相談（相談内容は限定なし。毎週木曜日に実施。）」において，差

別相談についても相談を実施することとしたものです。 

具体的な方法等は次のとおりです。 

日時：毎週火曜日・木曜日 １３時から１６時まで  

※うち火曜日実施分が兵庫県からの委託事業 

場所：弁護士会 

方法：弁護士２名と福祉職１名（社会福祉士又は精神保健福祉士）が，電話

（２回線設置し，１回線は弁護士と福祉職が同時に応答する）・ＦＡ

Ｘによる相談を受ける。 

内容：差別解消法に限らず，広く高齢者・障害者の権利擁護に関する相談。 

 ⑵ 相談支援事業所への定期派遣（札幌弁護士会・大阪弁護士会など） 

日本弁護士連合会では，平成２８年度のモデル事業として，一部の地域で相

談支援事業所との連携事業を実施しました。これは，月１回，１回２時間程度，

弁護士が相談支援事業所を訪問し，相談支援事業所職員からの法律相談をお聞

きしたり，事業所からのご要望にお応えして学習会を実施するなどするもので

す。 
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相談内容について限定はなく，差別解消事案を含めた障がいのある人の権利

擁護に関する事案について弁護士への相談窓口として利用していただきました。 

モデル事業の終了後は，自治体との協議により，弁護士会と自治体又は民間

相談支援事業所との契約により同様の事業を継続しています。 

 ⑶ 弁護士会が主催するＡＤＲ（仲裁機関）の活用（和歌山弁護士会） 

和歌山弁護士会では，県社会福祉士会とも連携し，「障害者なんでもＡＤＲ」

を実施しています。これは，差別解消事案を含めた障がいのある人の権利擁護

に関する事案について，障がい特性に精通した弁護士や社会福祉士があっせん

人となり，双方当事者の建設的対話を促進したり，和解あっせんを行うもので

す。 

ＡＤＲとは「裁判外紛争解決手続」を意味し，専門家の仲介による話合いで

トラブルを解決する仕組みです。一般的に非公開で行われます。 

弁護士会のＡＤＲでは，弁護士が法的に争点を整理しつつ，双方当事者から

よく話を聞き，対話を促進することで，条理にかない，実情に即した，公正か

つ妥当な解決を図ることが期待できます。 

「障害者なんでもＡＤＲ」では，筆談による手続，手話通訳の利用サポート，

成立調書を点字化したものを写しとして手渡す等，個別事案に即した情報保障

を行うこととしています。費用面については，原則としては有料で，所定の手

数料がかかります。そのほか，弁護士を代理人としてＡＤＲを申し立てる場合

は弁護士費用がかかります。もっとも，法テラスを利用することで，収入に応

じて手数料及び弁護士費用の支払いが猶予・免除される場合があります。 

「障がい者対応」を謳う弁護士会ＡＤＲはまだ多くありませんが，ＡＤＲを

設置している弁護士会は多くあり，特に利用できる事件に限定を付していませ

んので，当事者間での話合いが困難な事案ではぜひ弁護士会ＡＤＲの活用をご

検討ください。 

 

４ 障害者差別解消支援地域協議会（差別解消法１７条）の活用（大阪弁護士会等） 

以上で紹介したような自治体と弁護士会との連携以外に，障害者差別解消支援

地域協議会を活用し，弁護士・弁護士会との連携を図る取組も始まっています。 

例えば，大阪府では，「大阪府障害を理由とする差別の解消の推進に関する条

例（大阪府障がい者差別解消条例）」に基づき，市町村の相談員や府の広域支援

相談員だけでは解決できない事例につき，障がい者差別解消協議会（障害者差別

解消支援地域協議会を兼ねる附属機関）の中の「合議体」があっせんを行うこと

ができるとされています。 
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協議会には，大阪弁護士会推薦の弁護士委員１名のほか，６名の弁護士が専門

委員として加わっています。合議体は５名で構成されますが，事例が多く寄せら

れても合議体に必ず１名弁護士が参加して，紛争解決の実を挙げられるようにす

るためです。 

大阪府と同じように，差別解消事案について協議する際に，紛争解決の専門家

である弁護士を障害者差別解消支援地域協議会の委員に委嘱するケースが多く見

られます。 
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第７章 障がいを理由とする差別事案と解決例 

 

ここでは，差別類型ごとに，裁判によって紛争解決に至った事例，条例に基づい

て紛争解決に至った事例，そして，自治体や関係機関の連携により紛争解決に至っ

た事例を紹介します。 

なお裁判例はいずれも障害者差別解消法施行前のものですが，入学拒否に対し，

入学を義務付けるという判断がなされたり（下記１⑴①），入店拒否が違法である

と判断されたり（下記１⑴②），休職命令が無効とされる（下記１⑴③）などの形

で，実質的に差別の認定がされています。また合理的配慮という言葉は使われてい

ませんが，障がいのある子どもに対する学校の安全配慮義務違反ないし保護義務違

反を認めたり（下記１⑵①），公序良俗違反ないし信義則違反（下記１⑵②）とい

う法的構成で実質的には合理的配慮義務違反を認めています。 

 

１ 裁判に至った事例 

⑴ 不当な差別的取扱い類型 

① 下市中学校入学拒否事件（地元中学校への就学の仮の義務付け訴訟） 

奈良地裁平成２１年６月２６日決定9 

脳性まひの影響で四肢の機能に障がいがあり車いすを利用しているＡさ

んは，地元の公立小学校に通っていましたが，６年生の冬，Ａさんに届いた

のは，同級生らに届いたものとは異なる，遠く離れた養護学校（特別支援校）

へ進学するようにとの就学通知でした。Ａさんは，同級生らと同じ地元の中

学校への進学を強く希望しましたが，教育委員会は車いすを利用するＡさん

の安全を確保できない等の理由で地元中学校への入学を拒否しました。 

そこで，Ａさんの保護者が，教育委員会を相手方として，Ａさんの進学先

に地元の公立中学校を指定するよう求めて，奈良地裁に提訴しました。 

 

  【裁判の結果】 

    裁判では，Ａさんは認定就学者（その者の障がいの状態に照らして，当該市

町村の設置する小学校又は中学校において適切な教育を受けることができる

特別な事情があると認める者）に該当するので，該当しないとした教育委員会

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
9 「賃金と社会保障」１５０４号４７頁，「判例地方自治」３２８号２１頁，障害と人権全国弁護士

ネット編『障がい者差別よ，さようなら！ケーススタディ障がいと人権２』（生活書院，２０１４年

） 
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の判断は，その裁量権を逸脱又は濫用したものとして違法であると判断されま

した。そして，教育委員会に対して，Ａさんを地元中学校へ入学させるよう仮

に義務付けました。 

 

  【裁判後の経過】 

    Ａさんは，２学期から同級生らがいる地元の中学校に進学することができま

した。その後地元中学校を無事卒業し，地元の県立高校へ進学しています。 

 

② ネットカフェ入店拒否事件（損害賠償請求訴訟） 

東京地裁平成２４年１１月２日判決10 

東京都在住の４０代の男性Ｂさんは，統合失調症にり患しており，精神障

害者保健福祉手帳を持っていました。Ｂさんは自宅近くにあるインターネッ

トカフェに会員登録をして，よく利用していました。ところが，店側は，Ｂ

さんが障害者手帳を持っていると知った途端，突然「障がい者はお断り」と

Ｂさんの入店を拒否しました。 

Ｂさんは同店をとても気に入っていたのに，なぜ突如利用できなくなった

のか納得がいきませんでした。そこで，その差別的取扱いの違法性を問うべ

く，東京地裁に慰謝料を求める裁判を起こしました。 

 

 【裁判の結果】 

 判決は，入店拒否の理由は，「Ｂさんに精神障がいがあり，障害者手帳を

持っていることを店側が認識したこと」であると認定しました。その上で，

このような入店拒否は，公序良俗（民法９０条）に反する違法な差別であり，

不法行為に当たると判断し，店側に慰謝料を支払うよう命じました。 

 

③ 解雇無効・休職命令無効事件（障がいのある教師の地位保全等仮処分申立） 

宮崎地裁平成１４年７月３０日決定11 

私立高校の教師Ｃさんは，眼病によって視力が低下したという理由で解雇

されました。そこで，宮崎地裁に解雇無効を理由として地位保全・賃金仮払

い仮処分命令申立てをしました。すると，高校側は，解雇を撤回したものの，

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
10 「賃金と社会保障」１５８３号５４頁，障害と人権全国弁護士ネット編『障がい者差別よ，さよう

なら！ ケーススタディ障がいと人権２』（生活書院，２０１４年） 
11 障害と人権全国弁護士ネット編『ケーススタディ障がいと人権 障がいのある仲間が法廷を熱くし

た』（生活書院，２００９年） 
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同時にＣさんに対して休職命令を出し，職場から排除して，賃金もそれまで

の２０％とする，賞与もなしという扱いをするようになりました。 

そこで，Ｃさんは，休職命令無効確認の仮処分の申立てをしました。 

 

 【裁判の結果】 

 裁判では，本件休職命令は無効というほかはないと判断されました。 

 

 【裁判後の経過】 

    Ｃさんは，休職命令無効確認の仮処分申立てと同時に，本案訴訟も提起して

いました。そして，本案訴訟では，裁判所がＣさんを教壇に戻すよう勧告した

ことを受けて，学校側が休職命令を撤回し，未払い賃金，賞与を支払う，次月

よりＣさんに授業を担当させるという内容の和解が成立しました。 

 

⑵ 合理的配慮の不提供類型 

① 大阪給食ＰＴＳＤ事件（損害賠償請求訴訟） 

大阪地裁平成１７年１１月４日判決12 

発達障がいによる感覚過敏があるＤくんは，保育園時代，保母から吐き戻

した給食を無理やり食べさせられるといった虐待を受けたことをトラウマ

とするＰＴＳＤによる後遺症がありました。そこで，Ｄくんの保護者が，Ｄ

くんが地元の公立小学校に入学するに当たり，学校長に対して，食べられな

い食材があるので，配慮してくれるように，給食を食べることを絶対に無理

強いしないようにと申入れを行いました。ところが，その申入れが現学級の

担任教諭に伝わっておらず，担任教諭は，偏食は治さなければいけないとの

信念の下，Ｄくんに給食を食べさせようとしました。Ｄくんは食べられない

レタスを必死で飲み込んだ日の夜半，ＰＴＳＤのフラッシュバックで，ひど

い夜驚を起こしました。以降，Ｄくんは登校するとフラッシュバックが起き

るために，その小学校に登校できなくなってしまいました。 

Ｄくんの保護者は，他の小学校への転校を求めましたが，教育委員会は養

護学校以外の小学校への転校を認めませんでした。そこで，Ｄくんの保護者

は，大阪地裁に慰謝料を求める訴えを起こしました。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
12

 「判例時報」１９３６号１０６頁，「賃金と社会保障」１４１７号６１頁，障害と人権全国弁護士

ネット編『ケーススタディ障がいと人権 障がいのある仲間が法廷を熱くした』（生活書院，２００

９年） 
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 【裁判の結果】 

 判決では，小学校長には，保護者に対してより積極的な聞き取りを行うな

どした上，児童の特徴等と併せて学級担任及び養護学級担任教諭に周知する

体制を整える義務があるのに，これを怠った過失があることを認定しました。

そして，市に対して，安全配慮義務違反ないし保護義務違反を理由として損

害賠償の支払いを命じました。 

② 阪神バス事件（合理的配慮を受けながら働く権利の確認請求訴訟） 

神戸地裁尼崎支部平成２６年４月２２日決定13 

Ｅさんはベテランの運転手ですが，腰椎椎間板ヘルニアの手術を受けたと

ころ，後遺障がいで神経障がいによる「排尿・排便異常」の身体障がいが残

っため，勤務シフトがランダムに割り当てられると対応できない状態となり

ました。 

当時Ｅさんが就労していた会社には「勤務配慮」という制度がありました。

心身の状況や家庭の事情等によって，社内一律に定められた勤務条件に従っ

て働くのが難しい社員について，本人からの申し出を受けて会社と個別に話

合いをし，働くことに支障が生じないように勤務条件について必要な配慮を

行うという制度です。 

Ｅさんは，この制度を利用して会社と話合いをして，「勤務配慮」を受け，

支障なくバス乗務を行っていました。 

ところが，会社が統廃合されたことより，この「勤務配慮」の制度が廃止

され，会社は，Ｅさんに対して「通常の勤務シフトで勤務させる」と一方的

に通告しました。その結果，Ｅさんは，欠勤せざるを得ない日が増えました。

このままの状況では解雇などの不利益を受けるおそれは明らかでした。 

そこで，Ｅさんは，「勤務配慮」を受けない通常の勤務シフトで勤務する

義務のないことの確認を求める仮処分と本案裁判を起こしました。 

 

  【裁判の結果】 

    本裁判に先立って行われた仮処分の裁判で，Ｅさんに勤務配慮を行うことが

必要かつ相当で，また会社にも過度な負担にならないので，Ｅさんに対し，必

要な勤務配慮を行わないことは，法の下の平等の趣旨に反するものとして公序

良俗違反ないし信義則違反となり得ると明確に判断がなされました。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
13 「判例タイムズ」１３８０号１１０頁ほか，障害と人権全国弁護士ネット編『障がい者差別よ，さ

ようなら！ ケーススタディ障がいと人権２』（生活書院，２０１４年） 
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③ 岡山短大事件（配転処分無効確認等請求訴訟） 

岡山地裁平成２８年３月２８日判決 

Ｆさんは短大の専任准教授ですが，遺伝性疾患である網膜色素変性症にり

患していました。同疾患は，長い年月をかけて網膜の視細胞が退行変性し，

視野が狭くなるなどする病気です。それでも，Ｆさんは長年事務員の補助を

受けるなどして問題なく授業を行っていましたが，同事務員が退職すること

となったことに加え，近年，症状が進行し，文字の判読が困難となったため，

私費により補佐員を雇用し，同人による視覚補助を得て授業活動及び研究活

動に従事していました。 

ところが，短大側は，視力の低下によって学生の問題行動に対応できない

ことなどを理由に，Ｆさんに事務職への配置転換を命じて，研究室の使用も

禁じて明け渡すよう業務命令を出しました。 

そこで，Ｆさんは，配置転換等の業務命令は無効であることの確認を求め

るなどの裁判を起こしました。 

 

 【裁判の結果】 

 今後，Ｆさんが全授業につき適切な視覚補助を受ければ，学生の問題行動

についても対応可能と認められると判示しました。すなわち，合理的配慮の

提供があれば，十分准教授職の職務が行えると認定したものです。その結果，

（職務が行えないとして出された）本件職務変更命令は権利濫用であり無効

と解するのが相当であるとして，Ｆさんが配転命令等に従う義務はないこと

が確認されました。 

 

２ 条例に基づいて紛争解決に至った事例 

⑴  視覚障がいのある人が銀行手続きをする際の合理的配慮についての事例 

「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」平成２６年度広域専門

指導員等活動報告書（千葉県）記載の事例より 

視覚障がいのあるＧさんは，よく利用する地元銀行で，振込用紙に記入した

金額の訂正をするのに行員に代筆をお願いしましたが断られ，ＡＴＭで振り込

むようにとの案内をされました。Ｇさんは，視覚障がいのある人が振込みをす

る際，振込手数料は窓口でもＡＴＭでも同額だと思っていたのですが，行員か

らは窓口の方が振込手数料が高いのでＡＴＭで手続するよう勧められました。

行員がＡＴＭでの手続きを手伝ってくれましたが，暗証番号の入力に苦労しま
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した。Ｇさんは，視覚障がいのある人には配慮してほしいと考え，自治体の窓

口に相談をしました。 

 

【対応と結果】 

Ｇさんとしては今後もこの銀行を利用したいので大袈裟にしたくないとの思

いもありましたが，銀行の担当者が代わっても，いつも同じ対応をしてくれるよ

うになってほしいと考え，条例に基づく調整活動を希望しました。 

そこで，担当者が，平成２１年度「視覚障害のある人が銀行を利用する際の配

慮に係る検討会」14の内容を踏まえて，銀行を訪問し，本人からの相談内容を伝

えるとともに，視覚障がいのある方の銀行利用状況（①代筆について，②振込手

数料について，③ＡＴＭ の手続の際，暗証番号を押してくれるサービス等はな

いか）について確認しました。 

その際，Ｇさんの手続の際に対応した行員は，Ｇさんが一人で銀行を訪れ，あ

る程度の手続ができたため全く見えていないと思わず，配慮が欠けてしまったよ

うだということもわかりました。 

調整の結果，銀行側からは，視覚障がいのある人が手続を行う際，①代筆が可

能な書類については行員が代筆を行う，②窓口での振込手数料は ＡＴＭ と同額

である，③視覚障がいがあっても，行員が暗証番号を押すことはできないため，

今後は窓口で対応させてもらう（今回は窓口での手数料が高いとの勘違いがあり，

ＡＴＭを案内してしまった。）との回答を得ることができ，さらに，銀行内にお

いて，全行員に①～③について周知してもらえることになりました。 

Ｇさんに調整活動の結果を報告したところ，銀行からの回答に納得され，終結

となりました。 

 

⑵  知的障がいのある人への行政文書の情報保障についての事例 

「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」平成２７年度広域専門

指導員等活動報告書（千葉県）記載の事例より 

知的障がいのあるＨさんから，「行政機関から様々な書類が送られてくるが，

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
14

 視覚障がいのある人が銀行サービスを利用しやすくするためにはどのような配慮が必要かについ

て，障がいのある人と銀行が直接話し合い，検討を重ねた。その結果，地元銀行が共同歩調を取っ

て視覚障がいのある人の要望を踏まえた措置を採ることになり，行員が代筆できる書類の範囲や代

筆を行う際の手続を整理し，また，視覚障がいのある人が窓口で振込みを行う際の手数料をＡＴＭ

利用の場合と同額にすることで窓口を利用しやすくするなどの成果を得た。 
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漢字が多く，ルビがないため内容が理解できない。職員にルビを付けてもらえ

ないかお願いしたが断られ，書類の説明を求めたら嫌な顔をされたこともあっ

た。全ての文書にルビがなくても，表題にルビがあれば，支援者に伝えて助け

を求めることができる。内容も箇条書きにしてくれれば理解しやすい。」との

相談がありました。 

 

 【対応と結果】 

当該機関を訪問し，相談内容を伝え，条例と障害者差別解消法について説明

し，障がいのある人への合理的配慮を依頼したところ，障害者差別解消法が施

行されることから，障がいのある人への情報保障における配慮についてどのよ

うな対応ができるか検討するとの回答を得ました。 

当該機関で検討した結果，全ての書類にルビを付けることは難しいが，窓口

に１部ルビ付きのものを用意し，いつでも閲覧できるようにすることや，送付

文書をわかりやすく工夫すること（例えば，「重要なお知らせ」「提出が必要」

「読むだけでいい」など），担当職員が個別に対応することなど，様々な意見

が出されました。これらの意見を基に，Ｈさんに対しては担当職員が個別に説

明する日を設けることで対応していくこととなりました。 

Ｈさんに上記結果を報告したところ，その後，当該機関から一部ではあるが

表題にルビのある文書が送られてきており，すぐに配慮がなされたことでＨさ

んは納得し，終結となりました。 

 

３ 条例制定前に，明石市障害福祉課及び明石市基幹相談支援センターと，明石市社

会福祉協議会地域福祉係とが，有機的に連携して，解決した事例（肢体不自由のあ

る人のバス利用時の合理的配慮についての事例） 

【参考資料】「第２回明石市障害者の差別の解消を支援する地域づくり協議会（平成２

８年８月２３日実施分）資料３」15 

Ｉさんは，電動車いすを利用している男性です。電動車いすでバスを利用して

出勤する際，運転手から乗降時に乱雑に扱われ，倒れそうになり，荷物のように

取り扱われたような気がしました。Ｉさんは，通勤のためにはバスの利用が必要

であることから，このような運転手の対応に非常に困り，また，今後の利用につ

いて不安を感じ，相談に至りました。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
15

 第２回明石市障害者の差別の解消を支援する地域づくり協議会（平成２８年８月２３日）資料３ 

 https://www.city.akashi.lg.jp/fukushi/fu_soumu_ka/sabetsu/documents/s3_chi2_normal.pdf 



56 

 

 【対応と結果】 

障害福祉課から基幹相談支援センターに連絡があり，同センター職員がＩさ

んと面談しました。 

同センターが明石市社会福祉協議会地域福祉係に運転手の研修（出前講座）

を依頼しました。同センターがセッティングして，Ｉさんとバス会社との三者

話合いがなされ，会社側からＩさんに謝罪がありました。また，会社側から，

同協議会の力も借りて，職員研修を徹底していきたいとの話がありました。 

その後，同協議会職員が講師となって，営業所すべての乗務員１２３名（延

べ約１３０人）に対して，実際にバスを使用しての研修を，９か月間に計１６

回開催しました。 
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おわりに 

 

日本弁護士連合会は１９４９年９月に設立されました。それ以来，全ての弁護士

は，日本弁護士連合会に登録し，さらに，各地に設置された弁護士会にも登録して

います（現在，５２会の弁護士会があります）。 

弁護士は，「基本的人権を擁護し，社会正義を実現することを使命」としており，

日本弁護士連合会も，各地の弁護士会も，様々な人権活動に取り組んでいます。障

がいのある人の権利擁護に関する活動は，こうした弁護士会の活動の一環です。各

地の弁護士会に設置された高齢者障害者委員会や人権擁護委員会などに所属する弁

護士を中心として，問題解決に取り組んでいます。 

 

日本国憲法は，「すべて国民は，個人として尊重される。」「すべて国民は，法

の下に平等であつて，人種，信条，性別，社会的身分又は門地により，政治的，経

済的又は社会的関係において，差別されない。」と規定しています（憲法１３条，

１４条１項）。障がいのある人が，差別されることなく，個人の尊厳が尊重されな

がら生活することは，憲法上も当然のことです。 

しかし，悲しい現実として，障がいのある人が直面している差別が現に存在する

ことも事実です。差別の内容は，その障がいの内容，程度の差，環境要因の違いな

ど，様々に異なり，全て個別具体的な判断が必要となります。差別をなくしていく

仕組みとして設けられたのが，障害者差別解消法です。 

 

障害者差別解消法は，２０１６年に施行されたばかりですが，障がいのある人が，

この法律に寄せる期待はとても大きいものです。障がいのある人が人として尊厳を

確保されるための仕組みとして，同法が活用されることが求められています。 

このマニュアルが，自治体の職員の方々や福祉関係機関，法律関係者など，たく

さんの方に活用され，障がいのある人の権利擁護に役立つことを心から願っていま

す。 

 

平成２９年９月２９日 

 

日本弁護士連合会 

 会長 中 本 和 洋 

 



各弁護士会における障がいを理由とする差別に関する相談窓口及び相談方法
2017/9/29 現在

≪北海道弁護士会連合会関係≫

060-0001 北海道札幌市中央区北1条西10丁目　札幌弁護士会館7階 011-281-2428

連絡先

相談日時

相談方法

040-0031 北海道函館市上新川町1-3 0138-41-0232

高齢者・障がい者支援センター 連絡先

相談日時

相談方法

070-0901 北海道旭川市花咲町4丁目旭川弁護士会館 0166-51-9527

法律相談センター 連絡先

相談日時

相談方法

085-0824 北海道釧路市柏木町4番3号 0154-41-0214

法律相談センター 連絡先

相談日時

相談方法

≪東北弁護士会連合会関係≫

980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町2-9-18 022-223-1001

高齢者・障害者の法律相談窓口 連絡先

相談日時

相談方法

960-8115 福島県福島市山下町4-24 024-534-2334

高齢者・障害者無料電話法律相談 連絡先

相談日時 平日（月～金曜日）午前９時30分～午後４時30分

相談方法

990-0042 山形県山形市七日町2-7-10　NANA BEANS 8階 023-622-2234

連絡先

相談日時

相談方法

020-0022 岩手県盛岡市大通1-2-1　岩手県産業会館本館（サンビル）2階 019-651-5095

盛岡法律相談センター 連絡先

相談日時

相談方法

010-0951 秋田県秋田市山王6-2-7 018-862-3770

連絡先

相談日時

相談方法

旭 川 弁 護 士 会
http://kyokuben.or.jp/index.html 

0166-51-9527

原則として毎週月・水・金曜日　午後２時～４時
原則として毎週火・木曜日　午後５時30分～７時30分
原則として第１・第３日曜日　午後２時～４時
面談相談

仙 台 弁 護 士 会

http://senben.org/

午前10時～午後４時

相談担当弁護士と日程調整のうえ決定

面談相談（出張相談も可能）

019-623-5005

月～土曜日午前10時～午後３時　但し，水曜日は午前10時～11時30分・午後４時～７時

面談相談

018-896-5599

都度対応

電話相談（弁護士会に申込み。担当者を決定し，担当者から折り返し電話をする。）

http://www.iwateba.jp/

http://www.yamaben.or.jp/

0138-41-0232

適宜

面談相談

電話相談　※同一内容につき一度限り

022-223-2383

面談相談

http://www.946jp.com/ben54/

釧 路 弁 護 士 会

0154-41-3444

毎週木曜日　午後４時～７時（要予約，受付時間：月～金曜日午前９時～午後５時）

面談相談

024-533-5048

http://www.f-bengoshikai.com/

高齢者・障害者のための支援
センター「あおぞら」

011-242-4165

来館：毎週月・水・金曜日　午後１時30分～３時　出張：随時

来館相談，出張相談（要予約）

福 島 県 弁 護 士 会

http://hakoben.or.jp

高齢者・障がい者のための弁
護士電話法律相談

http://www.satsuben.or.jp/

札 幌 弁 護 士 会

函 館 弁 護 士 会

山 形 県 弁 護 士 会

http://akiben.jp/

岩 手 弁 護 士 会

023-635-3648

高齢者・障害者支援センター
「ホッと」

秋 田 弁 護 士 会

http://www.iwateba.jp/#


030-0861 青森県青森市長島1-3-1 日赤ビル5階 017-777-7285

連絡先

相談日時

相談方法

≪関東弁護士会連合会関係≫

【東京三弁護士会】電話相談は東京三会共通実施，面談・出張相談は各弁護士会で実施

連絡先

相談日時

100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3　弁護士会館6階 03-3581-2201

連絡先

相談方法

100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3　弁護士会館11階～13階 03-3595-8585

連絡先

相談方法

100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3　弁護士会館9階 03-3581-2255

連絡先

相談日時 面談相談は毎週木曜日　午後１時～４時

相談方法 電話相談（東京三弁護士会共通の実施），面談相談，出張相談については随時受付

231-0021 神奈川県横浜市中区日本大通9番地 045-211-7700

法律相談課 連絡先 045-211-7702（法律相談課,「障害者の委員会担当」）

電話相談「みまもりダイヤル」 相談日時 月～金曜日（祝日を除く）午前９時30分～正午，午後１時～午後４時30分（受付）

相談方法 出張相談、電話相談

330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂4-7-20 048-863-5255

連絡先

相談日時

相談方法

260-0013 千葉県千葉市中央区中央4-13-9 043-227-8431

連絡先

相談日時

相談方法

310-0062 茨城県水戸市大町2-2-75 029-221-3501

法律相談センター 連絡先

相談日時

相談方法

月～金曜日（祝日を除く）午前10時～午後４時

来館相談，出張相談，電話相談

043-227-1800

029-221-3501

成年後見センター「しんら
い」

面談相談

電話相談

毎週月曜日　午前10時～正午，毎週水曜日　午後１時～３時

03-3581-2205

電話相談（東京三弁護士会共通の実施）
電話相談後，必要に応じて面談相談・出張相談

03-3595-8575

電話相談（東京三弁護士会共通の実施）
面談相談・出張相談は随時受付（受付後，相談担当弁護士を選任し，日程調整）

03-3581-2250（面談相談（予約制））

048-710-5666（法律相談センター）　048-865-5770（無料電話相談）

http://niben.jp/

午後１時～４時

017-763-5021

毎週火曜日　午後１時30分～４時

電話相談（電話相談後，必要に応じて面談・出張相談）

http://www.kanaben.or.jp/

高齢者・障がい者のための無
料電話法律相談

高齢者・障害者総合支援セン
ター「オアシス」

第 一 東 京 弁 護 士 会
http://www.ichiben.or.jp/

https://www.toben.or.jp/

東 京 弁 護 士 会

http://www.ao-ben.jp/

青 森 県 弁 護 士 会

第 二 東 京 弁 護 士 会

http://www.chiba-ben.or.jp/

千 葉 県 弁 護 士 会

http://www.ibaben.or.jp/

茨 城 県 弁 護 士 会

埼 玉 弁 護 士 会
http://www.saiben.or.jp/

電 話 相 談
東京三弁護士会（共通）

東京三会に所属する弁護士による無料電話相談（高齢者・障がい者のための電話相談）

03-3581-9110（東京三弁護士会統一電話相談）

月～金曜日　午前10時～正午，午後１時～４時（祝祭日除く）

高齢者・障がい者総合支援セ
ンター「ゆとり～な」

高齢者・障害者権利擁護セン
ター「しんらい」

神 奈 川 県 弁 護 士 会

高齢者・障がい者のための無
料電話法律相談

http://www.yokoben.or.jp/


320-0845 栃木県宇都宮市明保野町1-6 028-689-9000

法律相談センター 連絡先

相談日時

相談方法

371-0026 群馬県前橋市大手町3-6-6 027-233-4804

連絡先

相談日時

相談方法

420-0853 静岡県静岡市葵区追手町10-80 054-252-0008

高齢者・障害者相談
連絡先

相談日時

相談方法

400-0032 山梨県甲府市中央1-8-7 055-235-7202

高齢者・障害者支援センター 連絡先

相談日時

相談方法

380-0872 長野県長野市妻科432番地 026-232-2104

ひまわり長野 連絡先

相談日時

相談方法

高齢者なんでも無料電話相談 連絡先

相談日時

相談方法

951-8126 新潟県新潟市中央区学校町通一番町1番地 025-222-5533

連絡先

相談日時

相談方法

連絡先

相談日時

相談方法

連絡先

相談日時

相談方法

≪中部弁護士会連合会関係≫

460-0001 愛知県名古屋市中区三の丸1-4-2 052-203-1651

連絡先

相談日時

相談方法

025-228-5900

毎週金曜日　午後１時～４時（祝祭日除く）

電話相談，面談相談等

電話相談

①052-565-6116（電話相談），②052-565-6110（面談相談）

050-3383-5420（法テラス新潟内）

月～金曜日　午前９時～午後５時（祝祭日除く）

各地相談所での面談相談又は出張相談

毎週月・木曜日　午後１時30分～４時

電話相談

平日　午前９時～正午，午後１時～５時（受付時間）

電話相談

面談相談，出張相談

0120-65-9674

センター相談・電話相談：第２，第４木曜日　午後１時～４時
出張相談：相談担当弁護士の事務所で行う相談は随時

http://tochiben.com/

面談相談　※必要に応じ出張相談（有料）あり

（宇都宮会場）毎週月から金曜日　午後１時30分～５時
（大田原会場）毎月第２金曜日　午後１時30分～５時
（小山会場）毎月第１土曜日　午前10時～正午
（栃木会場）毎月第３土曜日　午前10時～正午
（足利会場）毎週土曜日　午前９時～正午
面談相談

（静岡支部）054-252-0008
（浜松支部）053-455-3009
（沼津支部）055-931-1848

027-234-9321

http://gunben.or.jp/

028-689-9001

（静岡支部）毎週水曜日午後１時～４時
（浜松支部）毎週金曜日午後１時～４時
（沼津支部）相談申込みに応じ，担当弁護士と協議し，原則担当弁護士事務所で相談実施。

群 馬 弁 護 士 会

長 野 県 弁 護 士 会

栃 木 県 弁 護 士 会

静 岡 県 弁 護 士 会

http://www.niigata-bengo.or.jp/

http://www.yama-ben.jp/

愛 知 県 弁 護 士 会

http://s-bengoshikai.com/

面談相談または電話相談　※相談方法及び相談日時の詳細は上記連絡先までお問い合わせください。

026-232-2104

毎週月～金曜日

025-222-5533　※長岡相談所は0258-86-5533

①毎週火・木曜日　午前10時15分～午後１時
②毎週火・木曜日　午前９時45分～正午

①電話相談，②面談相談

http://nagaben.jp/

上記連絡先にお問い合わせください。

055-235-7202

https://www.aiben.jp/

（障害のある方に関する相談
も受け付けています。）。

ひまわりあんしんダイヤル
（高齢者障害者の電話相談）

高齢者・障害者総合支援セン
ター「アイズ」

ひまわりあんしん高齢者・障
がい者のための弁護士電話法
律相談

高齢者・障がい者の財産管
理・権利擁護支援センター

新 潟 県 弁 護 士 会

山 梨 県 弁 護 士 会

弁護士・支援者ほっとライン
（支援者からの相談）



514-0032 三重県津市中央3-23 059-228-2232

法律相談センター 連絡先

相談日時

相談方法

 500-8811 岐阜県岐阜市端詰町22番地 058-265-0020

連絡先

相談日時

相談方法
面談相談，出張相談
※料金，申込方法等については，上記連絡先までお問い合わせください。

910-0004 福井県福井市宝永4-3-1　三井生命ビル7階 0776-23-5255

福井弁護士会 連絡先

相談日時

相談方法

920-0937 石川県金沢市丸の内7番36号 076-221-0242

連絡先

相談日時

相談方法

930-0076 富山県富山市長柄町3-4-1　 076-421-4811

弁護士あんしんダイヤル 連絡先

相談日時

相談方法

≪近畿弁護士会連合会関係≫

530-0047 大阪府大阪市北区西天満1-12-5 06-6364-0251

(業務案内テープ)

連絡先

相談日時

相談方法

604-0971 京都府京都市中京区富小路通丸太町下ル 075-231-2378

連絡先

相談日時

相談方法

650-0016 兵庫県神戸市中央区橘通1-4-3 078-341-7061

連絡先

相談日時

相談方法

専門法律相談 連絡先

予約受
付日時

相談日時 第２，第４月曜日のみ

相談方法 来館・来所・出張相談（予約制）

http://tomiben.jp/

面談相談，電話相談

兵 庫 県 弁 護 士 会

三 重 弁 護 士 会

岐 阜 県 弁 護 士 会

http://www.hyogoben.or.jp/

富 山 県 弁 護 士 会

大 阪 弁 護 士 会

http://fukuben.or.jp/

http://www.kanazawa-bengo.com/

https://www.kyotoben.or.jp/

058-265-0020（※「高齢者・障害者法律相談」と伝えてください。）。

0776-23-5255

076-221-0242

面談相談

075-231-2378

http://gifuben.org/

電話相談（電話相談後，必要に応じて来館相談・出張相談を実施）

http://www.osakaben.or.jp/

毎週火曜日　午前10時～11時（面談相談），午前11時～午後０時30分（電話相談）

http://mieben.info/

ＴＥＬ：078-362-0074　/　ＦＡＸ：078-362-0084

①毎週火曜日午後１時～３時30分　②毎月第１・第３木曜日　午後１時～４時　③随時（事前審査あ
り）

①電話相談 ②弁護士会面談相談 ③出張面談相談

毎週月～金曜日　午後１時～４時

059-222-5957（津），059-351-1756（四日市）

（津，四日市）平日午後１～４時，（伊勢）毎週水曜日，（松阪）毎週木曜日，（名張）毎週土曜日，
（熊野）毎週金曜日

毎週火・木曜日　午後１時～４時

電話相談

毎月第4火曜日　午前10時～正午　※１回当たり45分。

毎週月～土曜日　午前９時～午後５時

担当弁護士と相談により決定

（神戸本部）078-341-0550　（阪神支部）06-4869-7613　（姫路支部）079-286-8222

（神戸本部・姫路支部）平日月～金曜日　午前10時～正午　午後1時～４時30分
（阪神支部）平日月～金曜日　午前９時30分～正午　午後1時～４時

電話相談（初回30分無料）

0120-065-217

毎週木曜日　午前10時30分～午後０時30分

06-6364-1251

高齢者・障害者支援センター
「助かります」

高齢者・障害者総合支援セン
ター「ひまわり」

高齢者・障がいのある方のた
めの相談

京 都 弁 護 士 会

金 沢 弁 護 士 会

福 井 弁 護 士 会

高齢者・障害者総合センター
「たんぽぽ」
電話無料法律相談

高齢者・障害者権利擁護セン
ター



630-8237 奈良県奈良市中筋町22-1 0742-22-2035

連絡先

相談日時

相談方法

520-0051 滋賀県大津市梅林1-3-3 077-522-2013

連絡先

相談日時

相談方法

640-8144 和歌山県和歌山市四番丁5番地 073-422-4580

高齢者・障害者支援センター 連絡先

相談日時

相談方法

連絡先

相談日時

相談方法

障害者なんでもＡＤＲ 連絡先

相談日時

相談方法

≪中国地方弁護士会連合会関係≫

730-0012 広島県広島市中区上八丁堀2-73 広島弁護士会館 082-228-0230

連絡先

相談日時

相談方法

753-0045 山口県山口市黄金町2-15 083-922-0087

連絡先

相談日時

相談方法

700-0807 岡山県岡山市北区南方1-8-29 086-223-4401

連絡先

相談日時

相談方法

680-0011 鳥取県鳥取市東町2-221 0857-22-3912

連絡先

相談日時

相談方法

690-0886 島根県松江市母衣町55-4　松江商工会議所ビル7階 0852-21-3225

連絡先

相談日時

相談方法

面談相談，出張相談

広 島 弁 護 士 会

山 口 県 弁 護 士 会

http://www.shigaben.or.jp/

奈 良 弁 護 士 会

和 歌 山 弁 護 士 会

滋 賀 弁 護 士 会

http://www.wakaben.or.jp/

随時

岡 山 弁 護 士 会

島 根 県 弁 護 士 会

鳥 取 県 弁 護 士 会

073-425-4165

0120-874-737

電話相談

077-510-5757

電話相談

083-920-8730

毎月第２・第４火曜日　午前10時～正午

http://www.yamaguchikenben.or.jp/

082-228-5040

電話相談

火・木曜日　午後１時30分～午後４時（祝祭日除く）

http://www.naben.or.jp/

073-425-4165

申し込み後，日程調整。

まず②の電話相談に架電いただき，ＡＤＲが適切と思われる事案を③のＡＤＲにつなげる。
原則として和歌山弁護士会館で実施するが，事案によっては出張してＡＤＲを行うこともある。

0120-65-3948

073-422-4580（和歌山弁護士会内）

電話相談

公益財団法人リーガル・エイド岡山事務局　086-223-7899

午前９時～午後５時　※担当弁護士と相談の上，決定する。

（一般相談）担当弁護士の事務所で相談を行う。
（訪問相談）外出困難で代理で相談を依頼できない等一般相談が利用できない方に対し，担当弁護士が
　　　　　　訪問して相談を行う。
（精神科医療機関への出張相談）精神科医療機関へ入院されている方からの要請に応じて，担当弁護士
　　　　　　　　　　　　　　　が出張相談を行う。

毎週水曜日　午後３時～７時（年末年始，盆，祝日を除く）

https://www.hiroben.or.jp/

上記連絡先に申し込み後，担当弁護士から折り返し電話。

0120-448-110

毎週火曜日　午後１時30分～４時

http://toriben.jp/

電話相談，面談相談，出張相談　※詳細は連絡先までお問い合わせください。

毎週月・木曜日 午後１時30分～４時（受付日時も同じ）

http://okaben.or.jp/

http://www.shimaben.com/

電話相談

高齢者・障がい者法律相談
（岡山弁護士会の外郭団体で
ある公益財団法人リーガル・
エイド岡山が実施主体）

（和歌山弁護士会紛争解決セ
ンターが実施しているＡＤＲ
（裁判外紛争解決手続）にお
いて，障害者特有の問題にも
対応できるよう体制作りをし
ている。）

高齢者・障がい者支援セン
ターとっとり
高齢者・障がい者なんでも無
料電話相談

毎週金曜日　午前10時～正午

電話相談

高齢者・障がい者のための弁
護士無料電話法律相談

高齢者・障がい者のための弁
護士電話法律相談

高齢者・障がい者無料法律電
話相談

高齢者・障がい者あんしん電
話相談

高齢者・障がい者支援セン
ター　電話無料相談

高齢者・障がい者支援セン
ター　高齢者・障がい者用無
料電話相談



≪四国弁護士会連合会関係≫

760-0033 香川県高松市丸の内2ｰ22 087-822-3693

連絡先

相談日時

相談方法

770-0855 徳島県徳島市新蔵町1-31 088-652-5768

高齢者・障害者支援センター 連絡先

相談日時

相談方法

780-0928 高知県高知市越前町1-5-7 088-872-0324

連絡先

相談日時

相談方法

790-0003 愛媛県松山市三番町四丁目8-8 089-941-6279

連絡先

相談日時

相談方法

≪九州弁護士会連合会関係≫

810-0043 福岡県福岡市中央区城内1-1 092-741-6416

連絡先

相談日時

相談方法

840-0833 佐賀県佐賀市中の小路7-19　 0952-24-3411

連絡先

相談日時

相談方法

850-0875 長崎県長崎市栄町1-25　長崎MSビル4階 095-824-3903

高齢者・障害者支援センター 連絡先 095-824-3903（弁護士会の代表番号）

相談日時 事前予約制。お問い合わせください。

相談方法 お問い合わせください。

870-0047 大分県大分市中島西1-3-14 097-536-1458

法律相談センター 連絡先

相談日時

相談方法

①（電話相談）089-907-2020，②（面談相談）089-941-6279

①（電話相談）毎週水曜日（祝日・休館日を除く）午前10時～正午
②（面談相談）毎月第３水曜日　午後１時～３時（30分以内）（予約制）

088-822-4852

平日　午前９時～正午，午後１時～４時30分（祝祭日を除く）

電話相談（電話相談後，必要に応じて面談相談・出張相談）

088-652-5768

随時

面談相談，電話相談，出張相談

長 崎 県 弁 護 士 会

大 分 県 弁 護 士 会
http://www.oitakenben.or.jp/

徳 島 弁 護 士 会

香 川 県 弁 護 士 会

佐 賀 県 弁 護 士 会

高 知 弁 護 士 会

福 岡 県 弁 護 士 会

高齢者・障害者支援センター
「くるみ」

愛 媛 弁 護 士 会
http://www.ehime-ben.or.jp/

https://www.kochiben.or.jp/

https：//www.tokuben.or.jp/

http://kaben.jp/

電話相談，来所相談

097-536-1458

①電話相談，②愛媛弁護士会館での面談相談

http://www.sagaben.or.jp/

http://www.fben.jp/

（天神弁護士センター）092-724-7709
（久留米法律相談センター）0942-46-2667

（天神弁護士センター）
月～金曜日 午前９時～午後４時（受付後，担当弁護士から折り返し架電し相談）
火・金曜日 午後１時～４時（担当弁護士に直接つながり，電話相談。）
（久留米法律相談センター）木曜日 午後１時～４時

http://www.nben.or.jp/

087-822-5808

毎月第２・４木曜日　午後１時～４時

電話相談

①0952-37-8732（電話相談），②0952-24-3411（来所相談・訪問相談）

毎週木曜日　午前10時～正午（電話相談・来所相談），随時（訪問相談）

電話相談，来所相談，訪問相談

平日　午前９時30分～11時30分，午後２時～４時

面談相談

高齢者・障がい者総合支援セ
ンター専門法律相談

高齢者・障がい者総合支援セ
ンター「あいゆう」

ひまわりあんしん事業無料電
話相談

高齢者・障害者総合支援セン
ター



860-0078 熊本県熊本市中央区京町1-13-11 096-325-0913

高齢者・障害者支援センター 連絡先

相談日時

相談方法

892-0815 鹿児島県鹿児島市易居町2-3 099-226-3765

有料常設法律相談 連絡先 鹿児島県弁護士会　099-226-3765

相談日時
「午前の部」火・水・木・金曜日 午前９時30分～11時30分
「午後の部」月・火・水・金曜日 午後１時～４時

相談方法 面談相談

備考 弁護士会の営業時間内に受付。

連絡先 鹿児島県弁護士会　099-226-3765

相談日時 受付は月～金曜日　午前10時～午後４時（祝祭日を除く）

相談方法 電話・出張面談

備考
利用は同一相談内容につき，原則１回限り
無料電話相談：相談担当弁護士から個別に連絡（原則として３日以内）
有料出張相談：相談担当弁護士から個別に連絡（原則として１週間以内）

880-0803 宮崎県宮崎市旭1丁目8番45号 0985-22-2466

高齢者障がい者法律相談 連絡先

相談日時

相談方法

900-0014 沖縄県那覇市松尾2-2-26-6 098-865-3737

沖縄弁護士会 連絡先

相談日時

相談方法

宮 崎 県 弁 護 士 会

沖 縄 弁 護 士 会

https://www.kben.jp/

毎週金曜日　午前10時～正午

鹿 児 島 県 弁 護 士 会

熊 本 県 弁 護 士 会
http://www.kumaben.or.jp/

平日：午前９時30分～11時30分，午後１時30分～３時30分　夜間：毎週水曜午後６時～８時

電話相談

TEL：096-325-0913　/　FAX:096-325-0914

平日　午前９時～午後５時30分

098-865-3737

面談相談，電話相談，ＦＡＸ相談

①0985-23-6112（相談専用電話），②0985-22-2466（宮崎県弁護士会事務局）

電話相談，面談相談

http://www.okiben.org/

http://www.miyaben.jp/

高齢者・障害者を対象にした
無料電話相談・有料出張相談



 

 

参考ウェブサイト一覧 

（注）本データ集には，日本弁護士会の管理下にない外部のウェブサイトへのリン

クが含まれます。外部のウェブサイトの操作方法・不具合等は各ウェブサイトの管

理者に御確認ください。 

 

【内閣府のホームページ内】 

■障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針 

（説明）障害者差別解消法に関する政府の施策の総合的かつ一体的な実施に関する

基本的な考え方を示すもの 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/kihonhoushin/honbun.html 

 

■関係府省庁における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領 

（説明）各関係府省庁職員向け対応要領の一覧（法９条関係） 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/taioyoryo.html 

 

■関係府省庁所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対

応指針 

（説明）各関係所管事業者向け対応指針の一覧（法第１１条関係） 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/taioshishin.html 

 

■障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律Ｑ＆Ａ集＜地方公共団体向け＞ 

（説明）障害者差別解消法について解釈・適用を示したもの 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/law_h25-65_ref2.html 

 

■合理的配慮等具体例データ集 

（説明）障害種別や生活場面ごとに実践されている合理的配慮の具体例が掲載され

ている 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/index.html 

 

■障害者差別解消支援地域協議会の設置・運営等に関するガイドライン（平成 29

年５月） 

（説明）障害者差別解消支援地域協議会を，地方公共団体が実際に設置し，かつ，

効果的に活用するためのガイドラインとして作成されたもの 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/secchi/pdf/guideline.pdf 



 

 

 

【厚生労働省のホームページ内】（雇用の場面） 

■厚生労働省職業安定局長による改正雇用促進法解釈通知 

「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の施行について」 

（職発 0616 第 1 号平成 27 年６月 16 日） 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0

000092076.pdf#search=%27%E9%9B%87%E7%94%A8%E4%BF%83%E9%80%B

2%E6%B3%95%E8%A7%A3%E9%87%88%E9%80%9A%E7%9F%A5%27 

 

■障害者差別禁止指針（障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関

し，事業主が適切に対処するための指針（平成 27 年厚生労働省告示第 116 号）） 

（説明）障害者雇用における差別禁止に関する考え方のガイドライン 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0

000082149.pdf 

 

■合理的配慮指針（雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会若

しくは待遇の確保又は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となっ

ている事情を改善するために事業主が講ずべき措置に関する指針） 

（説明）障害者雇用における合理的配慮の考え方のガイドライン 

http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11704000-Shokugyouanteikyoku

koureishougaikoyoutaisakubu-shougaishakoyoutaisakuka/0000078976.pdf#sear

ch=%27%E5%90%88%E7%90%86%E7%9A%84%E9%85%8D%E6%85%AE%E6

%8C%87%E9%87%9D%27 

 

■障害者雇用促進法に基づく障害者差別禁止・合理的配慮に関する Q&A（第二版） 

（説明）障害者雇用における差別禁止及び合理的配慮提供義務に関する基本的な疑

問点について，考え方を示したもの 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0

000123072.pdf#search=%27%E5%B7%AE%E5%88%A5%E8%A7%A3%E6%B6%

88%E6%B3%95%EF%BC%B1%EF%BC%86%EF%BC%A1%27 

 

■合理的配慮指針事例集（第三版） 

（説明）全国の都道府県労働局・ハローワーク，独立行政法人高齢・障害・求職者

雇用支援機構等を通じて，事業主が実際に取り組んでいる事例を収集したもの 



 

 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0

000092076.pdf#search=%27%E9%9B%87%E7%94%A8%E4%BF%83%E9%80%B

2%E6%B3%95%E8%A7%A3%E9%87%88%E9%80%9A%E7%9F%A5%27 

 

【その他】 

■障害者権利条約（外務省和訳）「Convention on the Rights of Persons with 

Disabilities」 

（説明）２００６年１２月１３日に国連総会で採択された障害者の権利に関する条

約 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jinken/index_shogaisha.html 

 

■日本弁護士連合会 第５７回人権擁護大会シンポジウム 第２分科会基調報告書 

（説明）日本弁護士連合会の人権大会における障害者権利条約の完全実施に向けた

報告書 

https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/jfba_info/organization/data/57th_keynot

e_report2_3.pdf#search=%27%E6%97%A5%E5%BC%81%E9%80%A3+%E4%BA

%BA%E6%A8%A9%E5%A4%A7%E4%BC%9A+%E9%9A%9C%E5%AE%B3%E8

%80%85%27 

 







 

 

 

〒100-0013 

東京都千代田区霞が関１－１－３ TEL 03-3580-9841 
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